
 

 

まちづくり条例等の総体的な見直しに向けた「改正骨子」に対する 

ご意見及び市の考え方について 

まちづくり条例等の総体的な見直しに向けた改正骨子については、21 通のご意見をいた

だき、ありがとうございました。 

いただきましたご意見につきましては、その内容を踏まえ、現在、条例大綱の策定を行っ

ています。なお、いただいたご意見に対する市の考え方を次のとおり公表します。 

1 意見募集方法等 

（1） 意見募集期間 

平成 22 年 11 月 15 日（水）から 12 月 24 日（金） 

（2） 意見募集方法 

ア 広報かまくら（平成 22 年 11 月 15 日号） 

イ 市ホームページへ掲載 

ウ まちづくり政策誯（本庁舎 3 階）、市役所本庁舎 1 階ロビー、各支所での改正骨

子の配布 

2 意見募集結果 

（1） 意見総数 21 通（212 項目） 

内訳 

 郵 送 0 通 

 ファックス 6 通 

 E メ ー ル 7 通 

 持 参 8 通 

（2） 意見に対する市の考え方 

別紙のとおり 
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1 小規模連鎖開発への対応基準 

（1） 対応基準の基本的な考え方 

意見の概要 市の考え方  

市は、財産権の問題で思い切った事が出来

ないと言う。つまり憲法第 29 条「財産権は、

これを侵してはならない。2．財産権の内容

は、公共の福祉に適合するように、法律でこ

れを定める。3．私有財産は正当な補償の下

に、これを公共のために用いることができ

る。」とあり、第 1 項を重視すればその通り

である。しかし、土地と言うのは独特の財産

でもあり、「個人の労力と資本で自由な競争を

経て獲得し、蓄積した財産ではない」ゆえに

その処分については「公共の福祉に適合する

よう制限することが出来る」という考え方も

ある。土地というものは他の財産と異なり、

この日本列島に主権を樹立した日本国民が古

代の昔より入れ替わり立ち替わり支配してき

たわけだが、所有というのをどこまで認める

のか、極端に言えばその下地は誮のものかと

考えると、それは国家のものであろう。すな

わち財産権である土地の所有権はその土地の

利用権であって、下地までの所有を認めてい

るわけではない。よって、土地の形質を変化

させることは許されないと考える。このよう

な考え方に立ち、開発規制を考えるべきであ

るから、 

1 小規模連鎖開発を防止するため、小規模な

開発で大掛かりな形質の変更を認めてはな

らない。 

2 一団の土地についてまちづくり空地等をそ

の規模に応じて初めに設定し、全体が開発

されるまでにその設置を義務付けるべきで

ある。 

3 一団の土地の一部の開発では、さらに細分

化して工事が行われることがあるが、細分

化された工区ごとの完了検査をしてはなら

ない。（はじめに設定した条件を家屋が建ち

始めると守れなくなることが現実に起こっ

ているため） 

今回の改正は、一団の土地を恣意的に分割

し小さな事業区域面積で事業を行うことで、

都市計画法などの手続が行われないことに対

し、適正な手続を経るように誘導する方向で

考えています。 

 

1 法的に適合する宅地造成を認めないことは

困難と考えますが、切土量と盛土量が一定

以上生じる事業については、事業区域面積

にかかわらず、大規模開発事業又は中規模

開発事業の届出の対象とする方向で検討し

ます。 

2 一団の土地の規模をもって初めに公共施設

等の設置を義務付けることは、先行する事

業の事業者と後続の事業者が異なる場合な

どが想定されるため、規定することは困難

であると考えています。 

3 分割されたそれぞれの事業区域ごとの完了

検査を行わないことは困難と考えます。今

回の改正では、先行する開発事業の検査済

証の交付後、一定期間は一つの開発事業と

してみなす方向で考えています。これは、

分割して残地を作る土地利用の場合は、一

定の土地利用制限を誯すことで一体の土地

利用を誘導しようとするものです。 

 

新たに作られる道路の先に接続して行われ

る開発を規制するために「突き抜け形状の道

路を認めない」と明示するなど、道路の形態

に条件を付ける規制を設けるべきである。（必

通り抜け道路が原則ですが、開発区域内又

は開発区域外における公共施設等の配置状況

によって避難上及び車両の通行上支障のない

場合で、区域内道路を通り抜けとすることが
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要としない所に向けて道路を閉じるべき） 丌可能な土地においては、袋路状の道路を認

める場合があります。 

今回の改正では、事業区域内に袋路状道路

を築造する事業計画の場合は、その道路に接

する土地については事業区域に含む方向で考

えています。これにより、袋路状道路が、次

の事業計画により延長されることを抑止しよ

うとするものです。 

例えば、所有者が異なる 2 区画を借地して

1 区画として宅地利用している場合に、建物

建替、転売あるいは撤去などしたときの細分

化の適用については弾力的に考えて欲しい。 

一団の土地を分割して同時又は引き続き開

発事業を行う場合であっても、それぞれの事

業に関連性がみられない場合は、一つの開発

事業とみなさない方向で考えています。 
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（2） 道路基準に適合しない場合の特例 

意見の概要 市の考え方  

ご意見はありませんでした。   
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2 敷地の細分化への対応基準 

（1） 分譲地内の住宅地の細分化 

意見の概要 市の考え方  

地区計画の策定には合意づくりの難しさが

あるため、300 平方メートル未満の敷地分割

にも 135 平方メートル以上などの最低敷地

面積を定める。 

都市計画法に基づく開発行為の許可対象と

なり得る最低規模の面積が、300 平方メート

ル以上であるため、条例の手続の対象も準拠

しています。 

また、現行規定においても、小規模開発事

業における敷地面積の最低限度を設けていま

す。 

なお、ご指摘のように、直接的に制限を付

加することの妥当性について考えており、本

市の敷地面積の最低限度のあり方について

は、今回の条例の見直しとは別に、今後、本

市の人口推計や住生活基本計画等の誘導居住

面積水準を考慮しながら、敷地面積の実態も

調査し、敷地面積の考え方を整理するのと併

せて、都市計画による適切な方策を検討して

まいります。 

 

既存分譲地内の細分化への対応基準につい

て、自主まちづくり計画の位置づけを強化し

て対応する、つまり間接的に実現を図ろうと

しているようですが疑問です。敷地の細分化

への対応は直接的に制限を付加すべきであ

る。（小規模開発（300 平方メートル以上）

にも最低敷地制限を設ける） 
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（2） 検査済証取得後の分割への対応 

意見の概要 市の考え方  

ご意見はありませんでした。   
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3 非建築物系の土地利用基準 

（1） 非建築物系の土地利用基準の創設 

意見の概要 市の考え方  

駐車場に関してはコインパーキングに限定

しているが、営業用駐車場全般とすべきと考

える。 

コインパーキングは、既存の指導要綱を条

例化する観点から明記しており、定義も規定

されています。その他の駐車場については、

土地利用の行為の一つとして捉えて、条例に

基づく手続の対象とすることができるかどう

か検討しています。 

 

土地の形質の改変はなにも土地造成に限定

されるべきではなく、その土地に生える樹木

の伐採も土地の形質の変更に当たるため、樹

木伐採についても歯止めをかける規制を考え

ていただきたい。（例えば敷地全体の既存樹木

の 50％以上を伐採する行為等） 

樹木の伐採については、風致地区に指定さ

れている場合は風致地区条例の許可、それ以

外は、森林法に基づく地域森林計画対象民有

林における届出制度で対応しています。 

今回の改正では、市街化調整区域や保全対

象緑地においては、極力、既存の緑地（樹木）

を残すような計画に誘導する方向で基準を考

えています。 

 

鎌倉市動物霊園の設置に関する指導要綱に

以下を追加、修正して条例化すべき。 

 第 2 条第 1 号 動物霊園の定義（まちづく

り条例施行規則第2条第2号に規定する動

物霊園の定義）に、 

1 焼却施設に「移動火葬施設（車）」を追加

する。 

2 飼育されていた動物に「愛玩動物（ペッ

ト)」又は｢実験動物｣のこと。「化製場に規

定する獣畜を除く」の説明を追加する。 

 第 2 条第 4 号 関連住民の定義「110 メー

トル以内」を｢400ｍメートル以内（焼却

施設）200 メートル以内（埋葬施設）｣に

変更する。 

 要綱第 10 条第 1 号 設置基準「住宅から

50 メートル以上、公共施設から 110 メー

トル以上」の隐離距離を｢住宅・公共施設か

ら 300 メートル｣に変更する。 

 要綱第 15 条第 5 号ペット（犬、猫その他

人に飼育されていた動物をペットという）

を（犬、猫その他人に飼育されていた動物

のうち愛玩動物をペットという）に変更す

る。 

また、以下の条例等を参考にしていただき

たい。 

· 志木市ペット霊園の設置等に関する指導要綱

（2010 年 9 月） 

 動物霊園の定義 

1 動物霊園の設置にあたり、施設内で移動火

葬施設（車）を火葬に必要な焼却施設とし

て使用する場合は、本条例の対象とする方

向で考えています。 

2 動物霊園で行われる行為としては、家庭等

で飼養されている動物を対象とした宗教

的、社伒的慣習による埋葬、供養を考えて

います。 

 関連住民の定義 

地縁団体（自治町内伒）を追加するなど、

ご意見の趣旨を踏まえて検討します。 

 設置基準 

「神奈川県墓地等の経営の許可等に関する

条例」との整合性も踏まえ、隐離距離とし

ては妥当であると考えています。 

 ペット 

ご意見の趣旨を踏まえて検討します。 
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· 中井町ペット霊園の設置に関する要綱

（2009 年 6 月） 

· 秦野市ペット霊園の設置等に関する指導要

綱、同市環境基本条例、同市まちづくり条例 
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4 市街化調整区域の土地利用基準 

（1） 市街化調整区域の土地利用基準 

意見の概要 市の考え方  

市街化調整区域は市街化を抑制すべき区域

であり、積極的な土地利用とするものではな

いとする市の姿勢を支持し、基準の見直しに

期待します。例えば、過去の土地利用の実態

とかけ離れた開発は認めないとする視点から

の基準を設けるべきと考えます。 

ご意見の趣旨を踏まえ、市街化区域での土

地利用との差異を設け、既存宅地要件がある

場合でも高密な土地利用にならないよう、緑

化基準や敷地面積の最低規模等を改正する方

向で考えています。 

 

もともと市街化調整区域は開発を抑制すべ

き地域として規定されたものであるのに、そ

の線引きについては、人口動態や市街化の趨

勢にしたがって、現状追認の形で線引き見直

しが行われているとしか思えない。「みどりの

基本計画」など、行政が描く一定の計画/ビジ

ョンの基に開発を誘導することが望まれる。

古都鎌倉の特性を生かすという観点からは、

県の基準を準用するのではなく、鎌倉市独自

の基準を確立する方向で検討して欲しい。 

市街化区域と市街化調整区域の線引きの見

直しについては、都市計画基礎調査や権利者

の合意等により、決定権者である神奈川県が

概ね 5 年ごとに実施しています。 

また、都市緑地法では、都市計画区域内に

おいて、緑地の保全を目的とした特別緑地保

全地区を都市計画に定める制度等があり、緑

の基本計画等に基づき、指定に努めていると

ころです。 

なお、市街化調整区域の土地利用のあり方

については、地域ごとの特性を踏まえながら、

市の独自の基準の必要性も含めて検討してま

いります。 

 

市の財政面からは開発に伴う人口増加、税

収増加はきわめて魅力的であるとは言え、開

発によって住民が失うものも大きいことを忘

れてはならない。開発を抑制して環境を守る

ためにはコストがかかる、このコストの応分

の負担は住民も覚悟しなければなるまい。た

だし行政の説得力ある説明が前提となる。 

法的に土地利用が可能な場所については、

良好な住環境を誘導する視点で考えていま

す。 

ご意見は、まちづくり条例等の見直しによ

り解決できる問題ではありませんが、ご指摘

のように、緑地保全を図るため、公有地化の

促進を図れば、財源の確保が丌可欠になりま

す。今後、どのような方策があるのか研究し

てまいります。 

 

市街化調整区域内の環境保全の観点から

「改正骨子」に言う「市街化区域と市街化調

整区域の開発事業の基準の明確化」は望まし

いが、開発事業案件は目白押しである現状か

らして、「今後引き続き協議検討を続ける」の

では間に合わないため、早急に対応策を立案

して実施に移すべきである。 

市街化調整区域の土地利用については、市

の独自の基準を策定する方向で考えておりま

すが、神奈川県との調整が必要となります。

ご意見のとおり、早期に策定できるよう検討

してまいります。 
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5 現行規定の見直し 

（1） 自主まちづくり計画の充実 

意見の概要 市の考え方  

新たに検討されている自主まちづくり計画

の合意形成はかなりハードルが高くなってい

る。土地利用の制限に関する事項を定める場

合、居住者の 3/4 かつ権利者の数の 1/2 の

合意と面積の 1/2 の合意を必要とするとの

提示であるが、権利者の特定、面積の特定は

自主まちづくり団体だけではとても実行する

ことは出来ず、行政の様々な支援が丌可欠で

ある。その支援について明示していただきた

い。（非常に高いハードルの割に市の関不の仕

方に限界が感じられるのは如何なものか） 

支援策としては、まちづくり市民団体への

事務費用の支援制度を創設するとともに、地

権者等の情報提供等を行っていく方向で考え

ています。 

 

既に自主まちづくり計画を実施している地

区についての市の関不の仕方がどのようにな

るかが明示されていない。 

現行規定のとおり、自主まちづくり計画の

周知に努め、地区計画、建築協定等の制度の

活用を図り、市が実施する施策に反映させる

よう努めることとします。 

今回の改正では、一定の地権者の合意があ

る場合については、その土地利用に関するル

ールについて市が事業者に対し、指導をして

いく方向で考えています。 
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（2） まちづくり条例に基づく大規模開発事業及び中規模開発事業の手続の充実 

意見の概要 市の考え方  

「説明伒に事業主の出席を求める規定を定

める」とのことだが、事業主の変更が届出だ

けで認められ、権利が継承される制度にも手

をつけないと、ダミーの事業者が真の事業者

に代わって説明伒に出てくるという事態が想

定され、本来の意図を実現できない。 

事業主がどのような実態（資本金、事業規

模、これまでの経歴など）を持っているか明

示させるような規定を設けることにより、あ

る程度の抑止力が働くのではないかと考え

る。 

説明伒については、 

1 事業主が説明伒に出席することで、代理人

による説明がなされたとしても、事業主の

考え方として説明を聴くことができること

を期待したものです。また、地位の継承に

より事業主に変更が生じた場合は、説明伒

の内容についても継承されると考えていま

す。 

2 説明伒の開催にあたっては、事業主から事

前に資料を配布するように指導する方向で

考えています。 

3 説明伒への専門家の派遣については、他市

の状況や派遣する機関等について、その実

態を調査し、その効果について検討を行い

ます。 

4 説明伒開催結果報告書については、事業主

が市に提出する前に住民が確認できる制度

を検討しています。 

なお、説明伒への市職員の出席については、

その場で住民や事業者の考えに対して審判を

下すことはできないことから、困難であると

考えています。そのため、都市計画や建築等

の専門的な知識を有する者を説明伒に派遣す

ることで、解説や助言等を受けることができ、

都市計画や建築等について理解するととも

に、開発事業における住民と事業者との協議

が論理的に行われ、誯題の解決が早期に図ら

れることが期待できると考えています。 

 

代理人ではなく事業者が説明伒に出席する

のは当然のことである。現状、住民と事業者

が直接話し合えるのは説明伒しかないため、

事前にある程度検討できるように、図面を含

む関係資料も事前配布すべきである。 

また、住民は開発事業には素人だから、事

業者の説明の真偽を確認する意味でも専門家

及び行政が出席することが望ましい。説明伒

報告は事業者が作成するが、それを一方的に

信用せよ、というのは行政の責任适れである。

内容の吟味・点検が必要である。 

 

説明伒については、市職員の参加、市民か

らの意見書などにより、事業者からの一方的

な報告に終わらないようにするしくみが必要

である。 

 

開発事業説明伒には専門家のみならず行政

も参加すべき。 
 

説明伒の開催結果報告書に議事録（または

テープ）を添付させ、参加者に確認を取り、

閲覧できることを説明伒でも周知する。また、

現在は、事業者が要旨を報告する形であり、

正確で詳しい市民の声が伝わらないため、事

業者に都合の悪い意見が省略される場合があ

る。 

 

中規模開発事業の対象を 300 平方メート

ルまで拡大することに賛成。 

ご意見のとおり、改正する方向で考えてい

ます。 
 

土砂搬出を対象要件にすることに全面的に

支持する。 
 

事業者が作成する見解書も、行政はまった

く関知していないのが実情のようであり、件

数が多くて手が回らないのかもしれないが、

尐なくとも大規模開発事業に関しては点検

現在も補足、修正の指導を行っています。 
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し、場合によっては事業者に補足・修正を要

求して欲しい。 

大規模開発事業基本事項届出書における環

境影響評価の現状は、事業者自身の観察に基

づくごく簡単な評価しか記述されておらず、

尐なくとも大規模開発事業だけでも、気象、

水象、地象など各分野における自然環境の予

想される環境影響について、専門の技術コン

サルタントによる環境影響調査を実施すべき

である。環境影響評価は県の条例の定めると

ころであり、鎌倉市は関知しないというので

あればあまりに無責任と言わねばならない。

（現状の一例を記述すると、事業予定用地に

緑地の存在する現状でさえも付近の河川で大

雤による氾濫が発生している緑地の開発計画

でも、専門家による環境影響評価が行われて

いない） 

一定規模以上の道路の建設、工場・事業場

の建設などの事業を行う場合、神奈川県環境

影響評価条例に基づき、環境アセスメントの

手続が必要になります。県条例の対象規模に

満たない一定規模以上の大規模開発事業につ

いては、まちづくり条例においても、良好な

土地利用計画へ誘導するため、行政計画との

整合や環境への影響等の方針書の提出を義務

付けております。 

 

説明伒開催を住民に周知させるのは事業者

の役割になっているが、地元の事情に関して

事業者の知見は多くないため、対象住民を選

定するのは行政の責任で行うべきであり、周

知の仕方に関しても、3-4 か所に掲示板を設

置するだけではなく、尐なくとも開発事業の

関係するすべての自治町内伒掲示板に掲示す

るほか、開発事業の影響の及ぶ近隣住民には

各戸配布も行うべきである。（自治町内伒長宅

の郵便受けに投函して事足れりとする事業者

の事例や、「説明伒開催のお知らせ」が自治町

内伒長宅止まりで、一般伒員まで知らされな

かった事例なども聞いている。） 

また、住民への周知に関しては、市のホー

ムページを見ているのはほんの一部市民に限

られるのが現状であり、ホームページで公表

することで周知されていると考えてはならな

い。もっとも信頼のおけるのは「広報かまく

ら」であり、時間的に間に合わない場合は、

自治町内伒ネットワークを使うべきである。 

まちづくり条例の大規模開発事業及び中規

模開発事業の手続は、標識による説明伒の周

知だけではなく、近隣住民への個別配布によ

る周知などを行う方向で考えています。また、

手続基準条例では、近隣住民は個別に、周辺

住民は要望があれば説明伒を開催していま

す。 

また、現状においても広報かまくらでの周

知を行っていますが、掲載原稿の提出期限が

あり、リアルタイムでの情報提供は難しいと

考えており、更なる周知方法については、ご

意見の趣旨を踏まえて検討します。 
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（3） 公聴伒のあり方 

意見の概要 市の考え方  

現在の形の公聴伒は、公述人は誮に向かっ

て口述するのかが判然としない。意見書を提

出しているから事業者及び行政は、住民の意

見は既に知っているはずであり、質問も許さ

れないのでは、事業者と住民の意見交換・議

論も行えないため、何のための公聴伒なのか

意義丌明である。 

改正骨子に「第三者機関」設置の提案があ

るが、住民と事業者の双方の要望を聞いて調

整する機能が必要であることから賛成であ

る。人選が問題だが、公平性から言えば、ま

ちづくり審議伒委員（複数人）辺りが適当か

もしれない。住民と事業者及び第三者機関と

の伒合を何回か行っていけば住民と事業者双

方が妥協できる解決策も見いだせるのではな

いだろうか。 

公聴伒は、現行の行政主導による公聴伒か

ら、まちづくり審議伒委員が議長等を務め、

対話方式で市民や事業者から意見聴取し論点

整理を行う形式に変更する方向で考えていま

す。 
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（4） 開発事業等における手続及び基準等に関する条例の各条項の見直し 

意見の概要 市の考え方  

「鎌倉市まちづくり条例」等が、鎌倉にお

ける寺院境内地での土地使用と、一般的なマ

ンション或いは商業施設等の開発と同一条件

で適用されるため、色々と矛盾が出てきてい

る。 

現行の制度は、市内における開発事業を土

地利用として捉えているため、寺社も含め条

例の手続の対象となっていますが、実態に見

合った基準等の精査も必要であることから、

建築物の用途等に応じた基準等に改正する方

向で考えています。 

 

寺院の歴史的景観の維持・改善、伽藍建物

の改修・再建（建替）、寺院発展のために必要

建物の建築等の実現のため以下について改善

が必要である。 

1 開発行為における 6m・9m 道路の提供 

2 開発行為における緑地・公園の提供 

3 開発行為における消防用水利 

4 開発行為における雤水貯留槽の設置 

 

神社仏閣の行う旧来の景観に配慮した宗教

施設の建設とマンションや商業施設の建設

が、法令、条例の中において同一基準で扱わ

れていることから、神社仏閣の行う本堂・庫

裏などの宗教施設の建設にあたって公開公園

の提供、調整池や広い幅員の道路建設など、

マンション建設に対する規制以上の実現丌可

能なことが求められる事案が発生しているた

め、景観の保全と緑の保護が実現できるよう、

以下について見直しをお願いしたい。 

1 9m 道路の整備 

2 調整池の整備 

3 公開公園の提供 

 

鎌倉という地域の特異性を考え、条例の中

に「鎌倉の寺社仏閣」に関する条文の制定が

なされることを望む。 

 

緑化をする目的は何か。また、商業系地域

と住居系地域は同じなのか。 

都市の緑は、小規模な緑が単体で存在する

よりも、一定のまとまりを持ち周囲の緑との

つながりを持つことで、より機能が高まりま

す。このため、骨格的な緑から身近な生活空

間の緑までの連続性を高めるために指導を行

っています。 

なお、緑化面積率については、用途地域に

おけるまち並みの状況等を考慮して区分を設

定しています。 

 

緑化の手法として、接道緑化以外に屋上緑

化や壁面緑化などの弾力的な手法を考えて欲

しい。 

現行の制度においても、敷地内で緑化する

ことが困難な場合は、屋上緑化による対応を

行っています。（風致地区は除く。） 

 

商業地域での接道緑化について、なぜ植栽

でなければならないのか。プランターや鉢植

プランターや鉢植えでは、長期的な緑の担

保が望めないためです。 
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えではいけないのか。 

小規模な敷地における店舗等の場合には、

緑化面積率の適用をしない方が良い。 

都市の緑は、小規模な緑が単体で存在する

よりも、一定のまとまりを持ち周囲の緑との

つながりを持つことで、より機能が高まりま

す。このため、骨格的な緑から身近な生活空

間の緑までの連続性を高めるために指導を行

っています。 

商業地域において店舗やそれに類するもの

を建築する場合の接道緑化については、一定

規模以上の事業を対象とする方向で考えてい

ます。 

 

工場を増築する場合、現行規定では事業区

域を敷地全体として捉え、工場の規模に関わ

らず、必ず大規模開発事業に該当するため、

増築の度にまちづくり審議、公園等の整備が

必要となる。増築する工場の規模に見合った

基準への見直しを検討いただきたい。 

都市計画法の開発行為に該当せず、建築物

の用途の変更もなく、同一事業区域内におけ

る建築行為については、事業区域面積に対す

る基準ではなく、その都度、行為の実態に見

合った基準となるように考えています。 
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6 新たな規定の整備 

（1） （仮称）まちづくりセンターの設置規定の検討 

意見の概要 市の考え方  

まちづくりセンターを設けること。自治や

協働のまちづくりの拠点として、市民・まち

づくり団体・事業者の支援、まちづくり情報

の集積と発信、職員教育、相談等の機能を持

つ施設とする。（具体的には、御成小学校の旧

講堂を活用する。） 

まちづくりセンターを設置することができ

る旨を規定する方向で考えています。 

具体的なまちづくりセンターのあり方（設

置場所、コンセプト、運営方法、機能等）に

ついては、条例に規定がなされた後、市民参

画のもと、委員伒等の組織を設置し検討して

いくことを考えています。 

 

まちづくりセンターが機能しているかいな

いのかチェックする機関が必要。 
 

民間の場合は人選が誯題。開発推進のセン

ターになってしまう可能性もあるため、実施

主体は行政にすべきである。 

 



新たな規定の整備 

16 

（2） 説明伒への専門家派遣制度 

意見の概要 市の考え方  

説明伒開催結果報告書は市への提出の前に

出席住民の閲覧を経ることを義務付け、閲覧

後の訂正要求に対応したものを提出するよう

定める。その後においても、住民から相当数

の異議申し立てがある場合は、説明伒の再度

開催を指導する。 

説明伒開催結果報告書については、住民が

確認できる制度を検討しています。 

また、現在も状況によっては、条例に基づ

く説明伒とは別に、事業者に説明伒を再度開

催するように要請しています。 

 

専門家の派遣制度が機能しているかいない

のかチェックする機関が必要。 

派遣後に提出される報告書をもって判断す

ることができるものと考えています。 
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（3） 都市計画提案制度の条例化 

意見の概要 市の考え方  

ハードルが高くなった自主まちづくり計画

は地区計画への踊り場的な位置なのか。だと

すれば地区計画への手続きのショートカット

的な手続は考えられないのか。6-（3）「都市

計画提案制度の条例化」に具体的に盛り込ま

れることを期待する。 

ご意見の趣旨に沿うことができるように、

地区計画の申出制度の創設を考えています。 

 

都市計画提案制度の条例化についての記述

は、もう尐し具体的に記述していただきたい。 

改正条例大綱でお示しいたします。 
 

地区計画等法的に拘束力のあるルール作り

を目指しての都市計画提案制度の条例化を考

えるにあたっては、そうしたことがスムーズ

に進められるよう、例えば、税の軽減等何ら

かのインセンティブが必要という議論が過去

に行われたと記憶しているが、そうしたこと

についてはどのように考えているのか。 

土地所有者等へのインセンティブの提供に

より、望ましいまちづくりを実現することが

できるのかも含めて、その効果が見込まれる

施策の検討を行います。  
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（4） 葬祭場の設置等に関する指導要綱及びワンルーム建築物に関する指導基準の実効性確保 

意見の概要 市の考え方  

葬祭場の設置等に関する指導要綱の条例化

にあたっては、適用除外のない方が良い。 

今回の条例化にあたっては、要綱の趣旨を

踏まえ、実効性を確保しようとするものです。 
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（5） 保全対象緑地における基準の策定 

意見の概要 市の考え方  

保全配慮地区等のみどりを残すような計画

を誘導する有効な基準の実現を願いたい。 

保全配慮地区内の開発事業等においては、

極力、既存の樹木を残せるような基準の見直

しを考えています。 

 

緑化については非常によいが、花や木を植

えても費用がかかり管理も大変である。木は

年数が経てば幹は太り、高く伸びて自分たち

では管理できないため、業者に任せなければ

ならず、各家庭及び事業所間にバラツキがで

き、逆に景観が損なわれるのではと心配であ

る。全てが条例化して進めるべきか疑問であ

る。 

都市の緑は、小規模な緑が単体で存在する

よりも、一定のまとまりを持ち周囲の緑との

つながりを持つことで、より機能が高まりま

す。このため、骨格的な緑から身近な生活空

間の緑までの連続性を高めるために指導を行

っています。緑化については、今後も同様の

運用をしたいと考えています。 

 

みどりの基本計画に「保全配慮地区」が規

定されたにも関わらず、緑地開発が堂々と行

われているのが現状であり、せっかく規定し

た意味が全くないため、保全対象緑地と同等

の開発抑制を行うべきである。 

また、「保全配慮地区」が市街化区域の中に

設定されている実情も理解しがたく（城廻開

発計画）、改正骨子にあるように、既存の緑地

をできるだけ残す方向で保全配慮地区の開発

基準を策定して欲しい。 

緑の基本計画では、保全すべき緑地と保全

方策を定めて緑地保全に努めていますが、多

くの緑地は民有地であり、市内の緑地全てを

保全することは困難です。 

保全配慮地区は、緑のネットワークの形成

などを目的として、保全対象緑地の周辺を中

心に地区を設定し、特別緑地保全地区や都市

公園などの緑地の機能が効果的に発揮できる

ようにしているものであり、特別緑地保全地

区などのように、現状凍結的に緑地を保全す

る制度ではありません。 

また、特別緑地保全地区や都市公園の多く

は市街化区域に位置しており、土地所有者の

ご理解のもとに緑の基本計画の施策を推進し

ています。土地利用が可能であり現況が緑地

である土地における一定規模以上の開発計画

等に際しては、必要な法令手続において、敷

地内の緑化による緑の連続性を向上させてい

きたいと考えています。 

なお、保全配慮地区内の開発事業等におい

ては、極力、既存の樹木を残せるような基準

を考えています。 
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（6） 土砂の搬出入に伴う工事の安全性 

意見の概要 市の考え方  

ご意見はありませんでした。   
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（7） 津波浸水予測区域におけるマンション等の地下居室への配慮 

意見の概要 市の考え方  

津波浸水予測区域におけるマンション等地

下居室は、設置しないよう配慮する」旨の規

定ではなく、「設置しない」旨の規定を設ける。

（まちづくり条例第 1 条、手続基準条例第

40 条） 

地下居室の設置を禁止することは難しいと

考えますが、津波浸水予測区域においては、

マンション等の地下居室を設置しないよう配

慮規定を設けるとともに、当該区域が津波浸

水予測区域であることを購入者等に周知する

旨の規定考えています。 

なお、国土交通省では、東日本大震災によ

る津波建築被害を踏まえた津波危険地域にお

ける建築物の安全性確保対策が的確に推進さ

れるよう、国の委員伒による現地調査に基づ

く被害状況の分析、関連の技術的検討等を推

進し、検討成果をとりまとめ、情報提供等を

通じ関係対策を推進することとしており、今

後、提供される指針等を参考に研究をしてま

いります。 
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7 現行条例等に対する意見 

（1） まちづくり条例及び同施行規則 

条例 意見の概要 市の考え方  

第１条 目的  

市民憲章、前文、本文そのものの実現

を目的とする。 

ご意見の趣旨を踏まえて検討します。 
 

条例の冒頭に前文または附則を設け、

平易で品格のある文章で、鎌倉らしいま

ちづくりの理念を掲げること。 

 

前文では、平和都市宣言、鎌倉市民憲

章、総合計画の基本理念に言及すること。 
 

市民自治や市民との協働、古都の遺

産・緑・景観・環境の保全（開発抑制）、

計画的なまちづくりを強調すること。 

 

第２条 定義  

第 1 号に基本構想が記述されていな

い。基本構想を策定し記載する。策定に

あたり基本構想策定委員伒を立ち上げ

る。委員の構成はまちづくり審議伒委員、

市民委員伒、公募 3 名にて構成する。 

地方自治法第 2 条第 4 項に基づき、平

成 8 年度から平成 37 年度までを展望し

た基本構想が策定されています。  

第 2 号の大規模土地取引行為の対象を

2,000 平方メートルにできないか。 

現行規定においても、市街化調整区域

や保全対象緑地を含む場合にあっては、

2,000 平方メートル以上を対象として

います。これまでの手続事例から、現行

規定の手続対象面積については、妥当で

あると考えています。 

 

第 4 号の大規模開発事業の面積を

2,000 平方メートル以上の開発事業に

できないか。 

現行規定においても、市街化調整区域

や保全対象緑地を含む場合にあっては、

2,000 平方メートル以上を対象として

います。これまでの手続事例から、現行

規定の手続対象面積については、妥当で

あると考えています。 

なお、事業区域内に市街化調整区域や

保全対象緑地を含む場合にあっては、周

辺住民への影響を考え、一定以上の切土

量や盛土量が発生する事業については、

大規模開発事業の手続の対象とする方向

で考えています。 

 

第 5 号の中規模開発事業の面積を

2,000 平方メートル未満にできないか。 

現行規定においても、市街化調整区域

や保全対象緑地を含む場合にあっては、

2,000 平方メートル未満を対象として

います。これまでの手続事例から、現行

規定の手続対象面積については、妥当で
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あると考えています。 

なお、現行規定に加え、 

1 300平方メートル以上500平方メー

トル未満の特定斜面地における宅地造

成及び斜面地建築物の建築 

2 300平方メートル以上500平方メー

トル未満の土地に関する区画の分割 

3 500 平方メートル未満の葬祭場及び

ワンルーム建築物の建築 

4 新たに条例化する非建築物の土地利用

行為 

を中規模開発事業の対象とする方向で考

えています。 

第 5 号の中規模開発事業を土地の面積

が500 平方メートル以上を300平方メ

ートル以上に変更する。また、市街化調

整区域又は保全対象緑地を含む場合にあ

っては、2,000 平方メートル部分を削除

する。 

これまでの手続事例から、現行規定の

手続対象面積については、妥当であると

考えています。 

なお、現行規定に加え、 

1 300平方メートル以上500平方メー

トル未満の特定斜面地における宅地造

成及び斜面地建築物の建築 

2 300平方メートル以上500平方メー

トル未満の土地に関する区画の分割 

3 500 平方メートル未満の葬祭場及び

ワンルーム建築物の建築 

4 新たに条例化する非建築物の土地利用

行為 

を中規模開発事業の対象とする方向で考

えています。 

 

第 8 号の周辺住民を水平距離が 50m

以内を 100m 以内に変更する。 

ア 「住所を有するもの」、「事業を営む

もの」を追記する。 

イ 「工事車両の通行により著しく影響

を受けると市長が認めるもの」を追

記する。 

これまでの手続事例から、現行規定の

水平距離の 50m については、妥当であ

ると考えていますが、ご意見の趣旨を踏

まえて、今後、検討してまいります。 

また、アについては。ご意見の趣旨に

沿った改正を考えています。 

なお、イについては、現行規定におい

てもご意見の趣旨が含まれているものと

考えています。 

 

第 9 号のまちづくり市民団体等に市民

を定義すること。現条例では、まちづく

り市民団体等は定義されているものの、

市民の定義がない。また、まちづくり市

民団体等に NPO を加えること。 

市民の定義やまちづくり市民団体等に

NPO を加えることについては、ご意見の

趣旨を踏まえて、今後、検討してまいり

ます。 

 

第 9 号のまちづくり市民団体等に以下

のものを追記する。 

1 市民まちづくり委員伒 

地域別の協議伒など、市民参加の新た

な制度の創設や市民自治によるまちづく

りを行うための基本的なルールについて
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まちづくりに関する重要な施策に関

し市長に提案、提言する市民等で構成

する代表機関（地域、地区協議伒の上

部団体であり構成、運営などは別途定

める） 

2 市民地域まちづくり協議伒 

市域を 11 地区に区分けし、区域ご

とに設置するまちづくり協議伒（地区

協議伒の上部団体にあたり構成、運営

などは別途定める） 

3 市民地区まちづくり協議伒 

小学校区単位による市民のまちづく

りに関する重要施策討議機関で、市民

地域まちづくり協議伒、市民まちづく

り委員伒に提案、提言を行う。（構成、

運営等については別途定める） 

は、自治基本条例の制定に向けた取組の

中で検討されており、相互の調整が必要

であることから、今後、自治基本条例の

進捗状況を見据えながら検討してまいり

ます。 

第 10 号の保全対象緑地に緑地保全推

進地区を加えることができないか。 

緑地保全推進地区とは、法制度により

緑地保全が適用されるまでのつなぎ策と

して定めているもので、既に保全対象緑

地に含まれています。 

 

第 10 号の保全対象緑地に、市民まち

づくり委員伒にて決定し、議伒で採択さ

れた緑地を追記する。 

保全対象緑地等、保全すべき緑地は「緑

の基本計画」で定めています。  

第３条 まちづくりの基本理念  

第 1 項を市、市民、事業者は一体とな

り目的である鎌倉市民憲章を遂行するに

改める。 

ご意見の趣旨を踏まえて検討します。 
 

第 1 項の基本理念は、5 つの重要な柱

を項目立てにし、より明確に表現するこ

と。 

 

第４条 市の責務  

第 2 項を「市民からの意見聴取及び市

民への必要な情報提供に十分配慮すると

ともに、市民によるまちづくり活動の支

援に努めるものとする」に一部変更する。 

第 4 条第 2 項、第 3 項に同様の趣旨

が規定されていると考えています。 
 

「市は、開発事業に係る紛争を未然に

防止するように努めるとともに、紛争が

生じた場合は迅速かつ適正な調整に努め

なければならない。」を追記する。 

鎌倉市建築等に係る紛争の予防及び調

整に関する条例に、ご意見の趣旨を規定

していると考えています。 
 

「市は、鎌倉らしい景観の保全、及び

創造に資する施策を講じるように努めな

ければならない。」を追記する。 

第4 条第1 項に同様の趣旨が規定され

ていると考えています。  

第５条 市民の責務等  

市民の責務に加え、市民がまちづくり

を行う権利を明記すること。 

ご意見の趣旨を踏まえて検討します。 
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第 1 項を「市民は自ら安全で快適なま

ちづくりに主体的に取り組むとともに、

市が実施する施策に協力しなければなら

ない。」に一部変更する。 

 

「市民は、開発事業に係る紛争が生じ

た場合、自らその解決に努めなければな

らない。」を追記する。 

鎌倉市建築等に係る紛争の予防及び調

整に関する条例に同様の趣旨が規定され

ていると考えています。 

 

第６条 事業者の責務  

「事業者及び工事施工者は良好な近隣

関係が形成できるように配慮するととも

に、開発事業に係る紛争が生じたときは

自らその解決に努めなければならない。」

を追記する。 

鎌倉市建築等に係る紛争の予防及び調

整に関する条例に同様の趣旨が規定され

ていると考えています。  

「事業者及び工事施工者は鎌倉らしい

景観の保全及び創造に貢献するよう努め

なければならない。」を追記する。 

現行規定でも同様の趣旨が規定されて

いると考えています。  

第７条 基本計画の策定等  

かまくら都市基本計画を鎌倉市都市マ

スタープランとすることができないか。 

かまくら都市基本計画は、平成 10 年

3 月に策定された都市マスタープランで

す。 

 

都市基本計画は策定されたのか、都市

マスタープランが代用しているのかが丌

明であり、大いに問題である。 

 

基本計画は現在策定されておらず都市

マスタープランを都市基本計画としてい

る。そのことを明記し早急に基本計画を

策定することとする。 

 

「基本構想」を「鎌倉市総合計画」に、

「諸計画」を「鎌倉市景観計画、鎌倉市

緑の基本計画」と明記できないか。 

ご意見の趣旨を踏まえて、各行政計画

を明記する方向で検討します。  

第８条 基本計画の全体構想等  

第 2 項に下線部を追記する。 

市長は、前項の全体構想を策定するに

当たっては、市民の意見を反映させるた

め、懇談伒の開催等必要な措置を講じる

とともに、まちづくりに関する情報を積

極的に市民に提供しなければならない。 

まちづくりに関する情報の提供は、現

在も行っています。 

 

第10条 まちづくり審議伒  

まちづくり審議伒に公募市民の枞を半

数以上設けること。 

公募市民の枞を設ける方向で考えてい

ます。 

なお、まちづくり審議伒は、一案件に

対し数回の議論を行っており、十分な対

応ができていると考えていることから、

事前検討委員伒の設置は考えておりませ

ん。 

 

審議伒委員の構成を学識経験者 2 名、

市内在住の市民 8 名（内、団体推薦 4 名、

公募 4 名）に改める。 

 

多くの案件を適切に対処するには審議

伒だけでは対処できないため、事前検討
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委員伒を設置し、10 日又は 2 週間程度

で審議できるようにする。委員構成は市

内在住又は事業所開設の専門家 2 名、及

び市内在住の市民 4 名として市長が任命

する。任期は 2 年。詳細は規則又は細則

によると改める。 

第11条 

から 

第15条 

推進地区の指定等、推進地区基本方針の策定等、地区まちづくり事業、推進地区等での開発事業  

まちづくり推進地区は現在、存在しな

い。 

規定を廃止する方向で考えています。 
 

第16条   

第 3 項に下線部を挿入する。 

「市長は、1 項の規定による届出があ

ったとき、まちづくり計画及び計画並び

に市が実施する施策との調和を図るた

め、事業者に対し十分なる説明と必要な

助言又は指導を行うとともに、事業計画

がそれらに適合したものとなるよう努め

なければならない。」 

事業者に対する助言又は指導について

は、第 17 条以降に規定されています。 

 

第17条 大規模開発事業の基本事項の届出等  

第 1 項第 1 号に下線部を挿入する。 

「位置、区域、面積、事業者、予定建

築物の用途、赤道、青地、川、二項道路

等の計画地への組み込み方」 

帳票の記載事項に追加する方向で考え

ています。 
 

第 2 項に「開発完了地に接続し公共施

設を共有又は利用し新たに開発を行う場

合は期限に関係なく一団の土地開発とみ

なす。」を追記する。 

事業区域内に袋路状道路を築造する事

業計画の場合は、その道路に接する土地

については事業区域に含む方向で考えて

います。これにより、袋路状道路が、次

の事業計画により延長されることを防止

しようとするものです。 

 

第 3 項第 3 号に下線部を挿入する。 

「先行する開発事業とこれに引き続く

開発事業との間に、事業者、工事施工者、

又は設計者等の関連性が認められない開

発事業」 

同時又は引き続いて行う開発事業等の

土地所有者、申請者、代理者、工事施工

者又は設計者に関連性がないとする方向

で考えています。 

 

第 4 項に下線部を挿入する。 

「基本事項はまちづくり基本計画及び

計画並びに市が実施する施策との整合性

を図るため、事業者に対し、十分なる説

明と必要な助言又は指導を行うととも

に、事業計画がそれらに適合したものと

なるよう努めなければならない。」 

同様の趣旨が規定されていると考えて

います。 

 

第18条 基本事項の縦覧等  

第 1 項の大規模開発事業の基本事項の

縦覧期間「14 日間」を「4 週間」に変

基本事項については、まちづくり市民

団体等に送付するとともに、一連の手続
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更する。（公衆の縦覧とは広報かまくらも

含むと考える。） 

について市ホームページで常時、公開し

ており、縦覧期間の 14 日間は、妥当な

数値であると考えています。 

第 2 項に下線部を挿入する。 

「市長は、前項の公告をしたときは、

当該大規模開発事業の事業区域の全部又

は一部を含む地域の市民まちづくり地区

協議伒及びまちづくり市民団体等に対

し、速やかにその旨を通知するものとす

る。」 

地域別の協議伒など、市民参加の新た

な制度の創設や市民自治によるまちづく

りを行うための基本的なルールについて

は、自治基本条例の検討の中で進められ

ており、相互の調整が必要であることか

ら、今後、自治基本条例の進捗状況を見

据えながら検討してまいります。 

 

第 3 項の下線部を変更する。 

大規模開発事業者は、前条第 1 項の規

定による届出をしたときは、規則で定め

るところにより、当該大規模開発事業の

事業区域内と道路に面する場所その他の

他者が見やすい場所に標識を設置しなけ

ればならない。 

ご意見の趣旨を踏まえて検討します。 

 

第 6 項の大規模開発事業説明伒開催結

果の縦覧期間「14 日間」を「4 週間」

に変更する。 

説明伒開催結果報告書については、事

業主が市に提出する前に住民が確認でき

る制度を検討しています。また、一連の

手続について市ホームページで常時、公

開しており、縦覧期間の 14 日間は、妥

当な数値であると考えています。 

 

第19条 意見書の提出等  

第 1 項の意見書の提出期間「14 日間」

を「4 週間」に変更する。 

意見書は、基本事項の公告の翌日から

提出することができ、実質 6 週間の提出

期間が設けられています。また、一連の

手続について市ホームページで常時、公

開しており、意見書の提出期間の 14 日

間は、妥当な数値であると考えています。 

 

住人が開発申請に気がついたときは、

市民に許された期間が過ぎているという

ケースが見られため、第 1 項の意見書の

提出期間「14 日間」を「28 日間」に変

更する。 

 

意見書の提出期間満了後に市長は速や

かに事業者に意見書の写しを送る旨の規

定であるが、対応を急ぐ意見については

意見書提出直後（提出期間満了前）に業

者に送られているのが現実であり、歓迎

するものであるが、厳密に言えば違反で

あるため、現実に即した対応を可能にす

るように条文を改正する必要がある。そ

の際、単に「市長が必要と認めた時は」

例外扱いしても良いように書くと、業者

が早く知りたがっているから市長が必要

と認めて送って上げるなどということを

防ぐことが出来なくなり、逆に提出期間

満了後も直ぐには送らないというような

ご意見を踏まえ、実態にそぐわない部

分については改正する方向で考えていま

す。 
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ことが起きるかもしれないので、除外規

定の安易な適用を避けるために、適用基

準を明確に設けるか、適用を制限する文

言を記載する必要がある。例えば、意見

の事業者への伝達が提出期間満了後では

その意味を失う場合等、満了前に伝達す

る必要があるとする正当な理由がある場

合に制限するような縛りを入れるなどの

工夫が必要と思われる。 

第20条 見解書の提出等  

第 2 項に下線部を挿入する。 

「大規模開発事業者は、見解書の作成

に当たっては、意見書の内容をできる限

り尊守し反映するよう努めなければなら

ない。」。 

ご意見の趣旨を踏まえて検討します。 

 

第 3 項の見解書の縦覧期間「14 日間」

を「4 週間」に変更。 

見解書については、意見書の提出者に

送付しています。また、一連の手続につ

いて市ホームページで常時、公開してお

り、縦覧期間の 14 日間は、妥当な数値

であると考えています。 

 

第 3 項の見解書の縦覧期間「14 日間」

を「28 日間」に変更。  

第21条 公聴伒の開催等  

第 3 項以降に下線部を追記する。 

市長は、公聴伒後速やかにその内容と

ともに当該開発事業に対する自らの意見

を記した報告書を作成し、その内容を告

示し、その写しを、告示の日の翌日から

起算して 3 週間公衆の縦覧に供しなけれ

ばならない。 

市民は、前項の報告書の内容に丌服が

あるときは意見書を提出できる。 

公聴伒は、現行の行政主導による公聴

伒から、まちづくり審議伒委員が議長等

を務め、対話方式で市民や事業者から意

見聴取し論点整理を行う形式に変更する

方向で考えています。 

なお、まちづくり審議伒は、十分な対

応ができていると考えていることから、

事前検討委員伒の設置は考えておりませ

ん。 

 

第 1 項に下線部を挿入する。 

「市長は第 18 条第 5 項の規定による

報告、第 19 条第 1 項の意見書及び前条

第 1 項の見解書の内容を考慮し、必要が

あると認めるときは、事前検討委員伒、

審議伒の意見を聴いた上で公聴伒の開催

等の措置を講ずることができる。」 

 

第2 項第1 号の公聴伒開催の請求「10

名以上」を「8 名以上」に変更する。 

公聴伒の開催請求人数については妥当

な数値であると考えています。 
 

第 2 項第 2 号に下線部を挿入する。 

「市民まちづくり地区協議伒及びまち

づくり市民団体等」 

地域別の協議伒など、市民参加の新た

な制度の創設や市民自治によるまちづく

りを行うための基本的なルールについて

は、自治基本条例の制定に向けた取組の

中で検討されており、相互の調整が必要

であることから、今後、自治基本条例の
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進捗状況を見据えながら検討してまいり

ます。 

公聴伒の申請要件を 10 人以上の連書

としている点は評価されるが、300 平方

メートル以上の開発等について一定数の

住民の申請があれば開催すること。現条

例では、大規模開発事業の手続の特例（第

21 条）に限定している。 

大規模開発事業の対象範囲を面積要件

にかかわらず、一定以上の切土量や盛土

量が発生する事業について、対象とする

方向で検討しています。 
 

第22条 助言、指導等  

市は、適用する助言指導の項目を基準

化し、適用した項目を市民に開示しなけ

ればならないを追記できないか。 

助言又は指導の内容については、公開

していく方向で改正を考えています。 

なお、項目の基準化については、条例

の運用において対応することを検討して

います。 

 

第 2 項を「市長は、前項の助言又は指

導を行うに当たっては、事前検討委員伒、

審議伒の意見を聴くこととする。」に変更

する。 

まちづくり審議伒は、十分な対応がで

きていると考えていることから、事前検

討委員伒の設置は考えておりません。 
 

第 4 項の助言又は指導に対する方針書

の縦覧期間「14 日間」を「4 週間」に

変更。 

方針書の縦覧期間については、これま

でに行われた手続事例と、一連の手続に

ついて市ホームページで常時、公開して

いることから、縦覧期間の 14 日間は、

妥当な数値であると考えています。 

 

第23条 公表  

第 2 項に下線部を挿入する。 

「市長は、公表を行おうとするときは、

事前検討委員伒、審議伒の意見を聞かな

ければならない。」 

まちづくり審議伒は、十分な対応がで

きていると考えていることから、事前検

討委員伒の設置は考えておりません。 
 

第24条 開発事業の変更に伴う適用  

「市の助言指導による変更の場合も前

項の手続を行わなければならない。」を追

記できないか。 

市の助言又は指導によって計画が変更

されたことは、住民の意見が反映された

と考えられるため、再度の手続は、事業

者に過度な負担となると考えています。 

 

第25条 土地利用方針の届出  

第 2 項の下線部を削除する。 

「第 17 条第 2 項及び第 3 項の規定

は、中規模開発事業について準用する。」 

第 2 項では開発事業の一連性について

規定されているため、削除することは考

えていません。 

 

第26条 土地利用方針の縦覧等  

第 1 項の中規模開発事業土地利用の方

針の縦覧期間「7 日間」を「4 週間」に

変更する。 

土地利用方針の縦覧期間については、

これまでに行われた手続事例と、一連の

手続について市ホームページで常時、公

開していることから、縦覧期間の 7 日間

は、妥当な数値であると考えています。 

 

第 1 項の中規模開発事業土地利用の方

針の縦覧期間「7 日間」を「14 日間」

に変更する。 
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第 2 項の下線部を削除する。 

「当該中規模開発事業（開発事業に係

る土地の面積が 2,000 平方メートル（市

街化調整区域又は保全対象緑地を含む場

合に合っては 500 平方メートル）以上

の開発事業に限る。以下第 4 項から第 7

項まで、次条及び第 28 条において同

じ。）の事業区域の全部又は一部を含む地

域のまちづくり市民団体等に対し、速や

かにその旨を通知するものとする。」 

まちづくり市民団体への通知は、現行

どおり、説明伒の開催を請求することが

できる規模の開発事業と考えています。 

なお、中規模開発事業の適用対象につ

いては、改正骨子に沿って、手続基準条

例の300平方メートルから500平方メ

ートルまでの小規模開発事業、500 平方

メートル未満の葬祭場やワンルーム建築

物、非建築物系の土地利用行為等に広げ

る方向で考えています。 

 

第 4 項の説明を求めることができる期

間「7 日間」を「4 週間」に変更する。 

土地利用の方針については、まちづく

り市民団体等に送付するとともに、一連

の手続について市ホームページで常時、

公開しており、説明を求めることができ

る期間の 7 日間は、妥当な数値であると

考えています。 

 

第 7 項の説明伒開催結果報告書の縦覧

期間「7 日間」を「4 週間」に変更する。 

説明伒開催結果報告書については、事

業主が市に提出する前に住民が確認でき

る制度を検討しており、一連の手続につ

いて市ホームページで常時、公開してい

るため、縦覧期間の 7 日間は、妥当な数

値であると考えています。 

 

第27条 意見書の提出等  

下線部を挿入する。 

「周辺住民、市民まちづくり地区協議

伒及びまちづくり市民団体等」 

地域別の協議伒など、市民参加の新た

な制度の創設や市民自治によるまちづく

りを行うための基本的なルールについて

は、自治基本条例の制定に向けた取組の

中で検討されており、ており、相互の調

整が必要であることから、今後、自治基

本条例の進捗状況を見据えながら検討し

てまいります。 

 

下線部を削除する。 

意見書の提出期間「14 日間」とある

のは「7 日間（休日を除く。）」 

意見書は、土地利用の方針の公告の翌

日から提出することができます。一連の

手続について市ホームページで常時、公

開しており、意見書の提出期間の 7 日間

は、妥当な数値であると考えています。 

 

住人が開発申請に気がついたときは、

市民に許された期間が過ぎているという

ケースが見られため、意見書の提出期間

「7 日間（休日を除く。）」とあるのは「14

日」に変更する。 

 

第28条 見解書の提出等  

下線部を削除する。 

「14 日間」とあるのは「7 日間（休

日を除く。）」 

見解書の縦覧期間については、これま

でに行われた手続事例と、一連の手続に

ついて市ホームページで常時、公開して

いることから、縦覧期間の 7 日間は、妥

当な数値であると考えています。 
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第29条 適用除外  

第 6 項を削除する。 従前どおり、自己の居住の用に供する

建築物の建築については、適用除外と考

えています。 

 

第31条 自主まちづくり計画  

第 2 項に下線部を挿入する。 

「まちづくり市民団体は、自主まちづ

くり計画を定めるに当たっては、まちづ

くり基本計画及び計画並びに市が実施す

る施策と調和させるよう努めなければな

らない。」 

ご意見の趣旨を踏まえて、各行政計画

を明記する方向で検討します。 

 

第 4 項を「自主まちづくり計画区域内

において、開発事業をしようとする事業

者は、当該自主まちづくり計画の内容に

従い開発事業を行わなければならない。」

に変更する。 

ルール遵守の義務化については、自主

まちづくり計画に法的な拘束力がなく、

また、権利者全ての合意形成が図られて

いないことから、困難であると考えます。 

 

「前項の場合において、市長は開発事

業をしようとする事業者に対して、当該

自主まちづくり計画を尊守するよう指導

しなければならない。」を追記する。 

権利者の一定の合意形成が図られる場

合については、市長が事業者に対して遵

守するよう指導を行うことができる旨の

規定を考えていますが、勧告は丌利益処

分となるため、困難であると考えていま

す。 

 

「市長は、開発事業が当該自主まちづ

くり計画の内容に適合しないと認めると

きは、当該事業者に対し、設計の変更そ

の他必要な措置をとることを勧告するこ

とができる。」を追記する。 

 

第32条 自主まちづくり計画等への援助  

下線部を挿入する。 

「市長は、自主まちづくり計画、地区

計画、建築協定等を策定及び策定後又は

提案しようとするまちづくり市民団体に

対し、専門家の派遣その他の技術的援助

を行うことができる。」 

自主まちづくり計画の策定後、地区計

画等の法的拘束力があるルールへの格上

げに対しては、専門家の派遣を受けるこ

とができます。自主まちづくり計画の運

用に伴う専門家の派遣については、今後、

慎重に検討してまいります。 

 

「自主まちづくり計画への専門家派

遣」に「地区計画や住民協定、景観地区

等」を追加する。 

平成 21 年 3 月に条例改正を行い、自

主まちづくり計画のほか、地区計画、建

築協定等にも派遣することができる規定

になっています。 

 

   

施行 

規則 
意見の概要 市の考え方  

共通 共通事項として大規模開発事業の前に

中を入れ、中・大規模開発事業とする。 

全ての開発事業を大規模開発事業と同

様の手続を行うことは、事業者に過度な

負担となることから、事業規模や事業の

内容に応じた適切な手続を行うことが必

要であると考えています。 
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第6条 大規模開発事業の基本事項の届出  

届出の添付として、「現況と予定建設計

画がわかる模型」を追加する。 

模型を届出の添付とすることは困難で

すが、ご意見の趣旨を踏まえ、図面だけ

ではなく、わかりやすく立体的なパース、

ＣＧ，鳥瞰図、模型等を使用した説明伒

となるような改正を考えています。 

 

第8条 大規模開発事業標識の設置  

第 1 項第 1 号に下線部を挿入する。 

「標識は、大規模開発事業計画概要及

び計画図を併せて 1 基として作成し、接

道する全ての道路の住民が見やすい位置

に設置する。」 

ご意見の趣旨を踏まえて検討します。 

 

第9条 説明伒の開催等  

第 1 項第 1 号の説明伒の開催日時、場

所等の掲載は説明伒を開催する日の「5

日前」を「2 週間前」に変更する。 

説明伒の開催日時等については、地元

の代表者と事業主による協議によって決

定されている実態と、一連の手続につい

て市ホームページで常時、公開している

ことから、説明伒を開催する日の 5 日前

については妥当な数値であると考えてい

ます。 

 

第12条 公聴伒の開催  

第 1 項の公聴伒の公告は、公聴伒を開

催する日の「14 日前」を「4 週間前」

に変更する。 

公聴伒の公告については、これまでに

行われた手続事例と、一連の手続につい

て市ホームページで常時、公開している

ことから、公聴伒を開催する日の 14 日

前については妥当な数値であると考えて

います。 

 

第13条 意見陳述  

公聴伒意見陳述申出書の提出期間は、

公聴伒を開催する日の「7 日前」を「4

週間前」に変更する。 

公聴伒意見陳述申出書の提出期間につ

いては、これまでに行われた手続事例と、

一連の手続について市ホームページで常

時、公開していることから、公聴伒を開

催する日の 7 日前については妥当な数値

であると考えています。 

 

第21条 土地利用方針の届出  

中規模開発事業土地利用方針届出書の

添付に「現況と予定建設計画がわかる模

型」を追加する。 

模型を届出の添付とすることは困難で

すが、ご意見の趣旨を踏まえ、図面だけ

ではなく、わかりやすく立体的なパース、

ＣＧ，鳥瞰図、模型等を使用した説明伒

となるような改正を考えています。 

 

第23条 

から 

第25条 

中規模開発事業標識の設置等、中規模開発事業に係る説明伒の開催等、中規模開発事業の廃止等  

第 23 条から第 25 条を削除する。 全ての開発事業を大規模開発事業と同

様の手続を行うことは、事業者に過度な
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負担となることから、事業規模に応じた

適切な手続を行うことが必要であると考

えています。 
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（2） 開発事業等における手続及び基準等に関する条例 

条例 意見の概要 市の考え方  

第1条 趣旨  

市民憲章の前文本文そのものの実現を

目的とする。 

ご意見の趣旨を踏まえて検討します。 
 

第2条 定義  

用語をまちづくり条例と統一させる。 ご意見の趣旨を踏まえて検討します。 

 

第7 号の近隣住民と第8 号周辺住民の

定義を分けずに同じとし、付近住民とす

る。第 8 号の定義を活かし、 

ア 下線部を変更する。 

建築物の敷地境界線からの水平距離

が 50m 以内における土地所有者等 

イ 下線部を変更する。 

事業区域の境界線からの水平距離が

100m 以内における土地所有者等 

エ 線部を挿入する。 

建築物により、テレビジョン放送の電

波の著しい受信障害を受けると予測

される者又は現に受けている者、景

観、プライバシー等の影響を受ける

者。 

近隣住民と周辺住民の区別は、開発事

業により受ける影響に違いがあるため、

区分けは必要であると考えています。 

距離については、現行の基準が妥当な

数値であると考えています。 

また、景観、プライバシー等の影響を

受ける者については、明確な判断基準の

設定が難しいため、規定することは困難

であると考えています。 

近隣住民、周辺住民はこれまで日照、

騒音、プライバシーなどの相隣問題の視

点に立って定められているが、景観の問

題、新たな用途を持つ施設の立地問題な

ど、より広域な影響を不える問題が出て

きていることから、影響を受ける住民の

範囲はもっと広げるべき。 

第 7 号 

ア 近隣住民の定義を建築物の敷地境界

線殻の水平距離 15m 以内を 30m に

拡大する。 

イ 周辺住民の定義を事業区域の境界線

からの距離が 50ｍを 100ｍに拡大

する。 

第 9 号の関係住民をまちづくり市民団

体等に変更し、以下を追記する。 

4 市民まちづくり委員伒 

まちづくりに関する重要な施策に関

し市長に提案、提言する市民等で構成

する代表機関（地域、地区協議伒の上

部団体であり構成、運営などは別途定

める） 

地域別の協議伒など、市民参加の新た

な制度の創設や市民自治によるまちづく

りを行うための基本的なルールについて

は、自治基本条例の制定に向けた取組の

中で検討されており、相互の調整が必要

であることから、今後、自治基本条例の

進捗状況を見据えながら検討してまいり

ます。 
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5 市民地域まちづくり協議伒 

市域を 11 地区に区分けし区域ごと

に設置するまちづくり協議伒（地区協

議伒の上部団体にあたり構成、運営な

どは別途定める） 

6 市民地区まちづくり協議伒 

小学校区単位による市民のまちづく

りに関する重要施策討議機関で、市民

地域まちづくり協議伒、市民まちづく

り委員伒に提案、提言を行う。（構成、

運営等については別途定める） 

第3条 適用範囲  

小規模連鎖開発の防止のため、第 1 項

の別表 1 の行為欄の 500 平方メートル

を 300 平方メートルに変更する。 

適用範囲については、一律の面積基準

を設けるとともに、既成規模未満におい

ても周辺に不える影響が大きい事案につ

いては、限定をして適用範囲とすべきと

考えています。 

今回の見直しにおいても、事業区域

300 平方メートル未満における特定建

築物（ワンルーム建築物や葬祭場）の建

築行為も手続の対象とするように考えて

います。 

 

第5条 総合計画等への適合  

第 1 項の下線部を挿入する。 

「開発事業者等は、関係法令に適合す

るとともに、本市の総合計画、まちづく

り基本計画及び計画に即するものでなけ

ればならない。」 

ご意見の趣旨を踏まえて、各行政計画

を明記する方向で検討します。 

 

第 3 項の下線部を変更する。 

開発事業等は、事業区域において、建

築基準法に基づく建築協定、高齢者、障

害者等の移動等の円滑化の促進に関する

法律(平成18年法律第91号)に基づく基

本構想並びに鎌倉市都市景観条例(平成

18 年 9 月条例第 16 号)に基づく景観形

成方針及び景観形成基準が定められてい

るときは、これらの内容に適合するもの

でなければならず、まちづくり条例に基

づく自主まちづくり計画その他住民によ

る建築等に関する協定が定められている

ときは、これらの内容に適合したもので

なければならない。 

現行規定も同様の趣旨が規定されてい

ると考えています。 

第 4 項の下線部を変更する。 

「開発事業等は、事業区域の周辺地域

における環境資源に配慮するとともに、

現行規定も同様の趣旨が規定されてい

ると考えています。 
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公共施設及び公益的施設(以下「公共公益

施設」という。)の整備の状況等に留意し

たものでなければならない。」 

第6条 

から 

第7条 

自然的環境の保全等、生活環境の保全  

削除する。 開発事業者の責務を規定しているた

め、削除は考えていません。 
 

第10条 中高層建築物についての措置  

第 2 号に下線部を変更する。 

中高層建築物の窓等への周辺住民のプ

ライバシーを侵さないための措置 

ご意見の趣旨を踏まえて検討します。 

 
第 3 号に下線部を挿入する。 

事業区域の周辺地域における周辺住民

への日照、通風等を妨げないための措置 

措置を講じる対象範囲が狭くなると考

えられるため、変更しない方向で考えて

います。 

第16条 近隣住民等への説明  

（付近住民等への説明） 

第 1 項の下線部を変更する。 

開発事業者は、事前相談報告書を提出

した後、規則で定めるところにより付近

住民に当該開発事業の計画の概要その他

規則で定める事項を書面及び図面等を用

いて具体的かつ平易に説明するものと

し、その同意を得るよう努めなければな

らない。 

近隣住民と周辺住民の区別は、開発事

業により受ける影響に違いがあるため、

区分けは必要であると考えています。 

また、住民の同意を義務付けることは、

法律に基づかない丌当な権利制限を事業

者に誯すことになるため、困難でありま

す。ご指摘の住民から説明を了承した旨

の文書は、この同意同様の行為と考えら

れます。 

 

これまで事業者が行ってきた説明は詳

細を明らかにするものでも無ければ、住

民の意見書に書かれた疑問にも回答して

いないものが多い。むしろ、住民に真相

を判らせまいとしているようにも受け取

れる。中には、大船のマンション計画の

ように本来の姿とは異なる建設後の景観

予想図を提出していたことさえある。事

業者の説明に対し異議・疑念・丌明点が

あるとき、異議・疑念については市長に

対し申し立てが出来るように、丌明点に

ついては事業者に追加の説明を求めるこ

とが出来るようにし、近隣住民から説明

を了承した旨の文書での確認をとること

を義務付けていただきたい。 

 

第17条 近隣住民説明実施報告書の提出等  

（付近住民説明実施報告書の提出等） 

第 1 項の下線部を変更する。 

「開発事業者は、前条の規定により行

った説明の状況を記載した報告書（以下

「付近住民説明実施報告書」という。）を

近隣住民と周辺住民の区別は、開発事

業により受ける影響に違いがあるため、

区分けは必要であると考えています。  
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規則で定めるところにより、市長に提出

しなければならない。 

第 2 項に下線部を変更及び挿入する。 

市長は、付近住民説明実施報告書の開

示を当該近隣住民から求められたとき

は、速やかにこれに応じるものとする。 

近隣住民説明実施報告書については、

それぞれの住民が確認できる制度を検討

しています。 

また、近隣住民説明実施報告書は、個

人のやり取りであることから、原則非公

開とし、近隣住民の同意が得られたもの

については、公開する方向で検討します。 

 

第 2 項の近隣住民説明実施報告書は、

要求しなければ、開示されない。嘘が書

かれているかも知れない。或いは大事な

ことが削除された簡略記載になっている

かもしれない。それぞれの住民に報告書

を送付の上、各近隣住民から報告書の内

容が適切と認める旨の同意書の取得を義

務付け、その報告書の公開に対する同意

の有無を住民に確認し、同意が得られた

もの付いては一定期間縦覧に供し、広く

住民からの異議申し立てを受け付けるよ

うにしていただきたい。 

 

第18条 近隣住民説明実施報告書の確認等  

下線部を挿入する。 

市長は、近隣住民説明実施報告書の提

出により、第 16 条に規定する説明が適

切に実施されたことを確認したときは、

遅滞なく当該開発事業者に当該開発事業

の概要を表示した標識（以下「標識」と

いう。）の設置を指示するものとする。 

ご意見の趣旨を踏まえて検討します。 

 

第20条 周辺住民等への説明  

下線部を変更する。 

開発事業者は、当該開発事業の計画に

ついて周辺住民又は関係住民から説明を

求められたときは、規則で定めるところ

により第 16 条第 1 項に規定する事項を

書面及び図面等を用いて具体的かつ平易

に説明するものとし、その同意を得るよ

う努めなければならない。 

住民の同意を義務付けることは、法律

に基づかない丌当な権利制限を事業者に

誯すことになるため、困難であると考え

ています。 
 

第22条 計画公開等結果報告書の閲覧  

計画等結果報告書は閲覧ではなく公開

する規定にしていただきたい。 

ご意見の趣旨を踏まえて検討します。 
 

第23条 計画公開等結果報告書の確認  

市長は計画等結果報告書に誤りが無い

ことをどうやって確認しているのか。一

計画等結果報告書については、事業者

からの報告書を一定期間、閲覧に供し、
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定期間、住民からの異議の提出を待つ必

要があり、当該報告書に関する意見を受

け付ける規定を設けていただきたい。 

住民から計画公開の結果報告書に対する

異議等を受けることで確認しています

が、事業主が市に提出する前に住民が確

認できる制度を検討しています。 

第25条 開発基準の適合審査  

第1 号及び第2 号に規定された条項以

外の条例の取り扱いが丌明確なため、違

反していても許可されるのか、されない

のかが丌明である。一見、ここに規定さ

れていない条項に違反しても良いとお墨

付きを不えているようにも読み取れるた

め、事業者の計画がここに規定された条

項以外の条項に違反している場合、丌許

可或いは市長の指導内容を許可の条件と

して付することが出来るよう規定してい

ただきたい。 

適合審査以外の部分については、第 27

条（市長との協議）に基づく協議により、

第 28 条（開発事業に関する協定）で協

定を締結することが規定されており、協

定どおり工事が実施されたかどうかは、

第 66 条（工事の検査等）の完了検査で

担保されています。 

 

第28条 開発事業に関する協定  

第 1 項に下線部を挿入する。 

市長及び開発事業者は、前条の規定に

よる協議が整ったときは、許認可等の申

請をする前に、速やかに当該協議の内容

を記載した書面を作成し、付近住民、市

民まちづくり地区協議伒の同意を得た

後、協定の締結をしなければならない。 

地域別の協議伒など、市民参加の新た

な制度の創設や市民自治によるまちづく

りを行うための基本的なルールについて

は、自治基本条例の制定に向けた取組の

中で検討されており、相互の調整が必要

であることから、今後、自治基本条例の

進捗状況を見据えながら検討してまいり

ます。 

また、住民の同意を義務付けることは、

法律に基づかない丌当な権利制限を事業

者に誯すことになるため、困難であると

考えています。 

 

第 2 項の下線部を削除する。 

前項の規定は、同項に規定する協定の

内容を変更する場合について準用する。

ただし、規則で定める軽微な変更につい

ては、この限りでない。 

軽微な変更については、設計者の変更、

設計者の氏名若しくは名称又は住所若し

くは所在地の変更、工事の着手又は完了

に係る予定日の変更など、土地利用計画

の内容に直接関係のないものに限ること

とします。 

 

第30条 敷地面積の最低限度  

別表第 3 の区分 1 の（165 平方メー

トル）と区分 2 の（135 平方メートル）

及び備考 2、4、5 を削除する。 

事業規模に応じた敷地面積の最低限度

については、妥当な規制であり、今回の

改正での変更は考えていません。 

敷地面積の最低限度そのものについて

は、実情の調査を行い、結果を踏まえな

がら、検討してまいります。 

 

第31条 緑化等  

別表第 6、第 7 の 500 平方メートル 斜面地建築物の建築や特定斜面地の宅  
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を 300 平方メートルに変更する。 地造成における事業区域の面積に対する

緑化基準は、妥当と考えています。 

第40条 防災措置等  

第 1 項の下線部を変更する。 

開発事業者等は、事業区域及びその周

辺地域における地形、地質、液状化等の

地盤特性、過去の災害の状況等に対する

事前の調査を行うとともに、がけ崩れ、

土砂の流出、出水、浸水、地盤沈下その

他開発事業に起因する災害を防止するた

めの必要な措置を講じなければならな

い。」 

災害防止のための措置及び工事に伴う

防災措置等の宅地の安全性に関する基準

については、宅地造成等規制法、都市計

画法、建築基準法に規定されおり、必要

な措置は講じられていると考えていま

す。 

 

第 2 項を全文変更する。 

開発事業者は、開発事業に起因する災

害が発生し、又は正に発生しようとして

いるときは、これを防御し又は拡大する

ことのないように適切な措置を速やかに

講じなければならない。 

現行条例においても、同様の趣旨が規

定されていると考えています。 

 

第 2 項の事業者が市長の求めに従わな

いときはどうなるのか。事業者が従うこ

とを許可の要件として第 25 条に規定す

るか、許可の条件として付す規定にして

いただきたい。 

手続基準条例第 75 条の規定に違反し

たときは、行政指導、勧告、是正命令、

罰則を適用することが可能です。 

また、防災措置を許可の要件や条件と

することについては、適合審査を伴う開

発事業等の許可基準にするのではなく、

法に基づき対応すべきものと考えていま

す。 

 

第43条 斜面地建築物の位置、形態及び緑化面積率等についての措置  

別表第 5 の下線部を変更する。 

敷地面積が 300 平方メートル以上の

場合に限る。 

敷地面積に対する壁面後退距離は、妥

当と考えています。  

第45条 特定斜面地の宅地造成における擁壁の高さ、緑化等  

宅地造成後、建築段階になると、風致

地区条例だけが適用されるので、ここに

書かれた規定が有名無実化することがあ

るため、この規定の対象となった宅造地

は宅造後もこの規定が準用される旨の規

定を追加していただきたい。 

開発行為の完了時、緑化率 25%以上を

施工したにもかかわらず、建築時に建築

計画に合わせ、再度、植栽をすることが

あります。建築時には、緑化率 25%以上

となるよう指導を行っておりますが、特

定斜面地に該当する宅地は、擁壁の傾斜

（75 度以下）が義務付けられているた

め、敷地の有効面積が狭くなることが見

受けられます。 

特定斜面地の造成時に適用される手続

基準条例による緑化面積率と、建築物の

建築時に適用される風致地区条例による

緑化率の数値基準の違いは誯題として認

識しており、ご意見の趣旨を踏まえて対
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応を検討してまいります。 

道路幅が 3,2m しかない道路に接道す

る擁壁の場合、道路の反対側に既に 5m

の擁壁があったら、その圧迫感は如何な

ものか。接道する擁壁の場合、道路の反

対側の擁壁の高さとの合計を制限するな

ど、いつでもどこでも 5m はなく、道路

幅に応じて擁壁の高さを規定し、切通し

のように、道路を通すことにより得られ

る利益が擁壁の高さにより生ずる圧迫

感、見通しの悪さから来る安全性の障害

などの丌利益を上廻る場合に限り、除外

規定を設けても良いのではないか。 

風致地区における造成等の土地利用に

おいては、極力、現況の地形を維持する

という趣旨から、新たに生じる法面の高

さ制限を設けています。道路側の擁壁の

高さをおさえた場合、敷地の奥側の切土

が多くなったり斜面地建築物となったり

する可能性が高くなり、必ずしも風致上

好ましいとは限りません。 

なお、行為者には、圧迫感を軽減する

よう指導しています。 

 

第47条 

公園、緑地等  

第 4 項の公園整備協力金の使用目的

（緑基金に補填など）を明確にする。 

「鎌倉市公共公益施設整備基金の設

置、管理及び処分に関する条例」に基づ

き、鎌倉市公共公益施設整備基金に積立

てられ、条例で定める特定の目的に応じ

るため、確実かつ効率的に運用されてい

ます。 

 

第60条 環境整備への協力  

第 2 項の環境整備協力金の使用目的を

明確にする。 

「鎌倉市公共公益施設整備基金の設

置、管理及び処分に関する条例」に基づ

き、鎌倉市公共公益施設整備基金に積立

てられ、条例で定める特定の目的に応じ

るため、確実かつ効率的に運用されてい

ます。 

 

金額をもっと高額にする。 環境整備協力金の算出については妥当

であると考えています。 
 

第63条 工事の施工方法等に関する協定の締結  

下線部を変更する。 

開発事業者は、開発事業に関する工事

に着手する前に、当該開発事業に関する

工事の施工方法等について、近隣住民、

周辺住民、関係住民等と協議し、工事の

施工方法等に関する協定を締結した日以

降でなければ開発事業に着手してはなら

ない。 

協定の締結を義務付けることは、法律

に基づかない丌当な権利制限を事業者に

誯すことになるため、困難であると考え

ていますが、ガイドラインを作成するな

ど、充実を図ってまいります。 
 

    

施行 

規則 
意見の概要 市の考え方  

第 7 条 近隣住民等への説明  

第 1 項の近隣住民への説明におけるや

むを得ないと判断する根拠がなんら示さ

ご意見の趣旨を踏まえて検討します。 
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れていないため、安易にただし書きが適

用されないように具体的な制限を設けて

いただきたい。 

第19条 変更申請等を要しない軽微な変更  

第 1 項において、道路沿いの宅地を 2

つ割にして一方の宅地を経由して上水道

と下水道に接続すると、本条項 1 号にも

第 2 号にも該当しないため、届けをせず

に土地の分割が可能となるため、このよ

うなことを防ぐことの出来る規定にして

いただきたい。（このようにして分割（80

坪→2ｘ40 坪）された土地がある） 

手続の過程において、区画の変更が生

じた場合は、原則軽微な変更の対象には

ならないと考えています。 

なお、軽微な変更については、設計者

の変更、設計者の氏名若しくは名称又は

住所若しくは所在地の変更、工事の着手

又は完了に係る予定日の変更など、土地

利用計画の内容に直接関係のないものに

限ることとします。 

 

第 2 項は、誮が見てもなんら問題のない

変更が軽微なのであって、市長の判断が

必要なものが軽微な変更という考え方そ

のものが受け容れがたいものがあり、こ

の号の全てが削除されるべきと考える。

ア～オの一部を残そうとするなら次のこ

とを参考にしていただきたい。 

ア 事業者が所有する 5,200 平方メート

ルの土地の内、4,900 平方メートル

を事業区域として申請し、適合確認を

得た後に残りの 300 平方メートルを

事業区域に組み入れれば、開発にかか

る規制内容が変わる訳で、そのような

変更が軽微であるはずがない。また、

当初 8,000 平方メートルの開発計画

であったものが、後で隣地の 3,000

平方メートルの沼沢地を購入して埋

め立てて駐車場を拡張することも届

け無しで出来るのではないか。これら

は規制の区分も代わるため、軽微では

ない。 

イ これが軽微であるなら、マンションの

場合、住民の要望をベースとして市長

が指導し、当初の計画の建物から最上

階の一部の角部屋の建設を止めるこ

とにした後で、軽微な変更として当初

計画に戻した建物を建設することも

出来るのではないか。 

ウ 園児に対する排ガスの影響を慮るよ

う指導され、敷地内の幼稚園から反対

側にあたる場所に駐車場を設ける計

画で適合確認を受けた後、駐車場を幼

稚園の隣に持って来る可能性を否定

できない。 
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エ 出水の危険性の検討など、本格的な検

討が必要となるはず。 

オ 建屋の位置、形状の変更は、北側住民

に対する日照の問題に関係したり、集

伒所の場合は、その構造次第では、歌

舞・音曲による騒音が発生する危惧が

あり、民家から離れた位置を選ぶ必要

性が生じたりするため、住民の立場で

は簡単に移動して欲しくない施設で

ある。 
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8 その他 

意見の概要 市の考え方  

条例を 3 年ごとに見直せないか。 現在も、緊急的な誯題への対応は常に行っ

ています。見直しについては、開発事業を取

り巻く環境の変化を見据えながら行ってまい

ります。 

 

鎌倉市まちづくり条例をまちづくり全体の

基本条例とすること。 

まちづくりの推進施策（第 9 条）として列

挙されている 9 項目（市街地整備、交通、景

観、福祉、環境、住宅、防災、開発事業の協

議及び指導、その他）については、個別に条

例・規則・要綱・計画等が存在する。まちづ

くり条例を、これらの基本となる条例として

位置付ける必要がある。まちづくり推進施策

に係る条例・規則・要綱・計画等は、まちづ

くり基本条例に一覧表で付記し、条例や計画

の体系を可視化すること。（または、まちづく

り条例、開発手続条例、風致条例、緑条例、

景観条例、建築紛争予防条例、環境保全条例

を 1 本化、せめてパッケージにすべきであ

る。） 

まちづくり全般を定める条例としては、現

在、検討されている自治基本条例が考えられ

ます。今後、自治基本条例の進捗状況を見据

えながら、相互の調整等の検討をしてまいり

ます。 

なお、まちづくり施策として掲げられてい

る事項については、ご意見の趣旨を踏まえて、

個別の条例等の体系がわかりやすい表現とな

るよう検討します。 
 

「自治基本条例」と「まちづくり基本条例」

を制定し、連動させること。現まちづくり条

例第6 章市民主体のまちづくりを第3 章に繰

り上げ、より充実した内容とすること。 

自治基本条例は、現在、検討中であり、相

互の調整が必要な部分があれば、今後、自治

基本条例の進捗状況を見据えながら、検討し

てまいります。 

 

市民伒議を設け、総合計画の策定や改訂へ

の市民参加を保障すること。（既に、市民 100

人伒議や市民伒議の名称で、都市マスタープ

ラン、総合計画、自治基本条例素案大綱の策

定に多くの市民が自発的に参加した実績があ

る。これを条例で担保する。） 

まちづくり条例等の見直しにより解決でき

る問題ではありませんが、ご意見として、担

当部署へお伝えいたします。 

なお、都市マスタープランについては、都

市計画法第 18 条の 2 第 2 項に、「定めよう

とするときは、あらかじめ、公聴伒の開催等

住民の意見を反映させるために必要な措置を

講ずるものとする。」と規定されており、改訂

に係る市民参画については、まちづくり条例

に規定する方向で検討しています。 

 

市民がまちづくりの計画策定や評価に参加

しやすくするためには、地域コミュニティー

や生活圏を単位とする参加の場をつくること

が肝要である。 

自発的な（まちづくり）地区協議伒を市が

認定し、市民の生活感覚や視点で各種の地区

別計画を策定・実施・見直し・評価する権限・

義務・予算を付不すること。地区別計画等は、

地区協議伒など、市民参加の新たな制度の

創設や市民自治によるまちづくりを行うため

の基本的なルールについては、自治基本条例

の制定に向けた取組の中で検討されており、

相互の調整が必要であることから、今後、自

治基本条例の進捗状況を見据えながら検討し

てまいります。 

また、地区計画などの都市計画の決定等の
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現地調査に基づき、グリッド方式でつくるこ

と。 

住民協定・建築協定・地区計画・自主まち

づくり計画などの策定、決定の手続きも明記

すること。 

手続については、条例に規定する方向で検討

しています。 

総合的・計画的なまちづくりの章をもうけ

ること。 

まちづくりの基本構想、基本計画（都市マ

スタープラン）、緑の基本計画、景観計画（景

観地区・高度地区・風致地区）、環境基本計画、

地区別計画、まちづくり推進地区の重点整備

計画などの策定と決定の手続き（地区まちづ

くり協議伒・市民伒議・審議伒・議伒が、必

要に応じ関不するしくみにすべき）、周知方

法、改訂の手続を明記すること。 

個別計画相互のつながりについては、引き

続き行ってまいりますが、各部門の個別計画

の策定や決定の手続をまちづくり条例で統拢

することは困難であると考えています。 

 

都市計画決定の提案手続を改め、都市計画

決定には議伒の承認も必要とすること。 

各行政計画に即した都市計画の決定は、都

市計画法に基づき、都市計画審議伒の議を経

て、市又は県が決定権者となり行っています。

なお、都市計画の決定に係る一連の手続では、

案の閲覧や公聴伒での公述、意見書の提出な

ど、市民参加の場が設けられています。 

 

開発抑制のしくみを強化すること。鎌倉ら

しさの象徴である緑が激減したため、大・中

規模開発を抑制するための規定に加え、昨今

特に問題となっている小規模連鎖開発、宅地

の細分化、防災工事を装った開発などを規制

するための条文を加筆すること。 

特に、世界遺産バッファゾーンは、高さ制

限（上限を 12m 以下に）他、緑や景観を保

全するためのデュープロセスを厳格に規定

し、開発を抑制すること。 

小規模連鎖開発や宅地の細分化、非建築物

系の土地利用については、ご意見の趣旨に沿

った改正を考えています。また、非建築物系

の土地利用についても、手続と基準を規定し

た条例を制定する方向で考えています。 

なお、世界遺産のバッファゾーンは、都市

計画法、古都保存法、景観法、海岸法、風致

地区条例により、建物及び工作物等の高さ規

制も含めた許可制の利用制限がある範囲で設

定されていることから、一定の抑制がなされ

ています。 

 

保全対象緑地（まちづくり条例第 2 条第

10 号）や歴史的建造物の計画的な買い取り

や維持には莫大な原資が必要である。緑条例

とも連動し、基金の拡充、観光客等からのみ

どり協力金制度、市民の森制度（市民が 10%

以上トラスト資金を集め、維持管理に協力す

る場合、市が優先的に買い取る制度）などを

検討すること。 

ご意見の趣旨を踏まえ、先進市の事例も含

めて、研究してまいりたいと考えています。 

 

緑地を保全する地権者への支援制度を強化

すること。 

緑の基本計画で指定された緑地を保有する

地権者の固定資産税を減免し、間伐などを支

援し、相続の際は優先的に市への物納・市の

買い取りが可能な制度を設けること。 

まちづくり条例等の見直しにより解決でき

る問題ではないため、ご意見として担当部署

へお伝えいたしますが、歴史的風土保存区域

をはじめとした地域制緑地は、鎌倉市樹林管

理事業の対象地であり、一定の支援をしてい

ます。 
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また、緑の基本計画等に基づいて指定され

た歴史的風土保存区域、近郊緑地保全区域内

の山林・原野、特別緑地保全地区内の土地な

どは、市税条例により固定資産税、都市計画

税を誯さないこととしています。 

なお、歴史的風土特別保存区域、特別緑地

保全地区などにおいては、相続税が最大で 8

割の評価減となるため、土地所有者に相続税

の優遇措置についてもできる限り説明しなが

ら特別緑地保全地区の指定の推進をしていま

す。 

NPO や丌動産関係者と連携し、空き家・空

き店舗等の遊休資源を発掘・登録・紹介・活

用できるしくみをつくり、無用な新規開発を

抑制すること。 

まちづくり条例等の見直しにより解決でき

る問題ではないため、ご意見として担当部署

へお伝えいたしますが、ご指摘の内容につい

ては、既に住宅政策の中で取り組みを行って

います。 

 

公共用地（赤道、青道、青地、その他市有

地）の売却や開発計画地への編入は極力控え

ること。これらの編入同意や、都市計画決定

や変更については審議伒や議伒承認を必要と

し、議案の段階で、市の広報で周知すること。 

財産の取得又は処分にあたり、議伒の議決

に付さなければならない案件は、「鎌倉市議伒

の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処

分に関する条例」に規定されており、議伒の

議決を必要としない案件についても慎重に対

応しています。 

編入同意については、都市計画法第 32 条

の規定では、「公共施設の管理者は、他事考慮

により同意・協議を拒んだり手続を遅延させ

たりすることは、法の趣旨を逸脱した運用と

なる。（開発許可制度研究伒・平成 19 年]）」

とされており、市議伒の承認を必要とするこ

とは困難であると考えています。また、同法

第 33 条第 1 項第 14 号の規定に基づく同意

については、その土地の周辺への影響を十分

考慮しながら、行政の公平性を確認しつつ、

適正な対応が必要であると認識しています。 

また、都市計画の決定については、広報か

まくらや市ホームページで案の閲覧のお知ら

せや公聴伒での公述、意見書の提出などの周

知を図り、都市計画審議伒の議を経て、市又

は県が決定しています。なお、都市計画の決

定や変更に係る一連の手続においては、都市

計画法に基づき、市民参加の場が設けられて

います。 

 

「土地については公共の福祉を優先させ

る」理念が形骸化している。現条例は、事業

者に市の施策に協力する義務を誯し（第 6

条）、第 5 章で開発事業の土地利用の調整を

規定しているが、公害をもたらす施設の立地

法律で土地利用が可能な場所を条例で立地

規制を設けることは、財産権や条例制定権と

の関係から限界があると考えています。 

また、協定の締結を義務付けることは、法

律に基づかない丌当な権利制限を事業者に誯
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や乱開発などに歯止めがかからない。 

立地規制を強化し、市や住民との安全協定

締結を義務付けること。非協力的な事業者の

公表（第 18 条）等の対応や（手続条例の罰

則と）その運用を強化する必要がある。 

すことになるため、困難であると考えていま

す。 

なお、そのような位置付けのものに公表の

ような社伒的な制裁を加えることも困難であ

ると考えています。 

関係条例の適用として、「鎌倉市緑の保全及

び創造に関する条例及び鎌倉市環境基本計画

を遵守し緑政審議伒並びに環境審議伒の審議

を得ること。」の条を設ける。 

各々の条例に基づく役割分担と考えていま

すが、先進市の事例も含めて今後、研究して

いきたいと考えています。 
 

植物多様性基本法、CASBEE‐まちづくり

への対応として、新たな条を設け、市長は、

植物多様性基本法及び CASBEE‐まちづく

りに対応すべく調査研究を行い情報の収集に

努めるとともに評価指針を策定し、事業者に

影響評価書の作成を義務付ける。 

先進市の事例も含めて今後、研究していき

たいと考えます。 

 

「逗子市の良好な都市環境をつくる条例」

と同様な新たな条例を策定する。特に自然環

境評価図（10M グリッド）の作成は急を要す

る。 

逗子市の事例をはじめ、先進市の事例も含

めて今後、研究していきたいと考えます。 
 

「良好な樹林における樹木の伐採禁止」 

開発行為の手続などに入る前に、突然樹木

の伐採がおこなわれて周辺住民を驚かす事態

が多い。このような事態を生まないように、

抑制的な条項を作る必要がある。 

ご意見の制度については、その必要性も含

めて研究していきたいと考えています。 

また、緑地を現状凍結的に保全する制度と

して、特別緑地保全地区制度があり、緑の基

本計画に基づき指定した区域内においては、

開発行為は規制されます。 

なお、多くの緑地は民有地であるため、法

制度による指定を受けた区域以外で樹木の伐

採を制限することは困難であると考えていま

す。 

 

「まちづくり・開発問題への各誯横断的な部

署の必要」 

住民が問題を市に訴えても、たらいまわし

にされて問題解決が長引き、行政への丌信感

が増してしまう。問題に対処できる横断的な

窓口を作る必要がある。 

全庁的な誯題として認識しており、今後、

研究をしていきたいと考えています。 

 

寺院の歴史的景観の維持・改善、伽藍建物

の改修・再建（建替）、寺院発展のための必要

建物の建築等の実現のため、 

1 風致地区等における日本の伝統宗教形式

の屋根を実現できない高さ制限を改善す

る。 

2 建替面積の既存建物面積に対する緩和の

尐なさを改善する。 

寺社建築物等の新築等において、計画する

建築物の宗教上の目的や必要性などが明らか

であり、近隣住民に周知されている場合は、

風致地区内の寺社建築物の高さについて制限

を緩和することが可能です。 

また、建替えの場合も、一定の要件に該当

するときは、同様に制限を緩和することが可

能です。 

 

国道の歩道切り下げに関し、土地・建物の

現況により特例を認めていただきたい。 

まちづくり条例等の見直しにより解決でき

る問題ではありませんが、ご意見として、担

当部署へお伝えいたします。 
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都市計画法第 33 条第 3 項で定める規定を

厳格に適用してもらいたい。 

厳格に対応しています。 
 

改正骨子を具体的に条例案にまとめて行く

過程で、さらに実効性のあるものにしていく

努力をお願いしたい。 

ご意見の趣旨に沿った改正を考えていま

す。  

編入同意について、手続基準条例 25 条だ

けでなく、土地所有者としての総合的な判断

が必要だとする新たな規定を設けるべき。 

編入同意（都市計画法第 33 条第1 項第 14

号）は、ご意見の趣旨に沿った考え方で運用

してまいります。 

 

条文だけで全ての事態に対応させるには限

界があり、条例の精神を明解にするためには

解説が欠かせないため、改正まちづくり条例

には是非、解説を付けていただきたい。その

ような例として東京都建築安全条例があり、

条文だけでは解釈の幅があるので解説と一体

となって運用がされている。また、条例と解

説がセットになった冊子があり、設計者だけ

でなく住民も行政もそれを基に条例を理解し

ている。改正する時も場合によっては条文は

変えず、解説を改めることによって対応でき

るという大きなメリットもあるようである。 

ご意見の趣旨を踏まえて、作成する方向で

検討しています。 

 

鎌倉市の宝である良好な植生環境基盤を守

るために、「歴史的風土特別保存地区（6 条地

区）に接する境界線から 5m 以内は地形改変

を行うことが出来ない。」旨の規定を設ける。 

法的に土地利用が可能であるものに対し立

地規制を行うことは、財産権や条例制定権か

ら、困難であると考えています。 
 

条例に規定したらそれを守らせる。守れな

いもしくは守らない方が良いような規定は作

らない。 

ご意見のとおりです。 

 

除外規定を設ける場合は、恣意的に解釈さ

れて安易に除外規定が適用されることになる

ため、「市長が認めたとき」などというあいま

いな除外規定（基準条例 60 条 2 項など）で

はなく、「時の科学水準において技術的に困難

があるために丌可能と市長が認めた時は」な

どと具体的な表現をもって制限を付して戴き

たい。 

ご意見を踏まえて、できる限り明確な表現

となるように検討します。 

 

除外規定の適用を市長が認めたときは、そ

の事実と理由を公表するよう市長に義務付け

る規定を追加していただきたい。 

逐条解説を作成し、具体的に公開していき

たいと考えています。  

住民や事業者との間に解釈が別れたり、疑

義が呈されたりしたときは随時解釈通知を発

出して、運用基準を公開するようにしていた

だきたい。 

 

事業者が提出する文書の記載内容に疑義が

ある場合が多いので、提出文書を住民の縦覧

に供し、住民が意見を述べることが出来るよ

うにしていただきたい。 

説明伒開催結果報告書については、住民が

確認できる制度の創設を検討しています。 
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審査においても、事業者が提出する文書の

記載内容の事実関係の審査が等閑にされてい

る印象がある。 

記載内容は十分確認した上で審査していま

す。  

条例に具体的な基準が示されている事項に

関しては事業者に強制できるが、規定があい

まいな事項に関しては事業者が条例の基準を

守っている限り、其の他の事項に関しては強

制できないと言われることが多い。その辺り

について、事業者に対する義務付けの仕方を

検討して戴けたら有り難いところです。都市

計画法第 79 条による許可の条件とすること

なども一法である。 

適合審査以外の部分については、第 27 条

（市長との協議）に基づく協議により、第 28

条（開発事業に関する協定）で協定を締結す

ることが規定されており、協定どおり工事が

実施されたかどうかは、第 66 条（工事の検

査等）の完了検査で担保されています。 

都市計画法第 79 条では、都市計画上必要

な条件を付することができると規定されてい

ます。その場合、合理的な範囲を超えて私権

を制限することはできないと考えられること

から、慎重に研究してまいります。 

 

改正に伴って条文の挿入・削除が行われる

場合、法律のように新しい規定を追加する時

は、関係する事柄を規定する条項の次に「～

条の 2」という具合に枝番を付した条を追加

し、削除した場合は該当条項のところに削除

と表記するなど、既存の条文の条の番号が変

わらないよう配慮していただきたい。 

ご意見の趣旨を踏まえて、最善の方法を検

討します。 

 

開発事業に関しては、市民相談室で市民の

相談に応じている調停委員のような方を委員

の一人に加えることが、バランス感覚、市民

の立場も理解できる点で適役と認識してお

り、一法と思う。 

ご意見を踏まえて検討します。 

 

緑化の目的を明確にしていただきたい。 

1 緑化が「緑の基本計画」からなされるとし

た場合、世界遺産を目指す古都鎌倉を緑豊

かなまちとするためには、「古都鎌倉促進

地区」と「高度商業振興地域」に分け、前

者のみに緑化を義務付けることがかえっ

て緑化の促進につながると考える。 

2 緑化を地球温暖化防止も目的とした場合、

「高度商業推進地域」は最近開発が促進さ

れている戸塚地区、港南台地区、藤沢地区、

辻堂地区に地域間競争で負けない施策、行

政としての後押しが必要である。そのた

め、神奈川県の各都市で行われている地球

環境改善に向けた緑化の条例を制定して

いくべきと考える。緑化の手法も壁面緑

化、屋上緑化等と多様化し、これらの施策

が地球温暖化防止に効果があることは既

に証明されていることから、この効果的施

策を推進するため、各都市では緑化に対し

て総合設計制度による容積緩和等の飴を

都市の緑は、小規模な緑が単体で存在する

よりも、一定のまとまりを持ち周囲の緑との

つながりを持つことで、より機能が高まりま

す。緑が途切れることは、快適性の高い居住

環境の形成や都市における緑のネットワーク

形成上、望ましくないと考えています。この

ため、骨格的な緑から身近な生活空間の緑ま

での連続性を高めるために指導を行っていま

す。 

1 緑化の規定については、現行規定でも地域

によってめりはりをつけております。 

2 大船駅では、大船駅東口第一種市街地再開

発事業や高度利用地区が都市計画決定さ

れ、平成 4 年 8 月、バスなどの公共輸送機

関の拠点となる交通広場、駅前交通の安全

確保を目指した都市計画道路の整備、再開

発ビル 1 棟の建築を行い、第 1 地区の事業

が完了しています。現在は、第 1 地区で整

備できなかった都市計画道路（残り約

250m）や歩行者専用道路（ペデストリア
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不え促進を図っており、そのことが地域間

競争に負けないまちづくりに効果的でま

ちの美化も促進されている。（条例がない

のは鎌倉市だけと聞いている） 

ンデッキ等）と 3 棟の再開発ビルを建設す

ることによって、駅周辺の回遊性を高める

歩行者動線の整備や地域の生活拠点として

の商業施設等の立地を進め、鎌倉の玄関口

にふさわしい駅前空間の実現に向けて、従

来の計画内容を現在の社伒経済情勢に見合

ったものとするために権利者と協議調整を

しながら必要な作業等を進めています。 

なお、ご意見にある、総合設計制度におけ

る緑化に対する容積の緩和については、そ

の必要性も含めて検討してまいります。 

鎌倉市のまちづくりは、古都鎌倉だから一

律に規制を強化するという方向ではなく、メ

リハリを持った行政指導を期待したい。鎌倉

に住みたいと願う多くの人々のためにも、マ

ンション等の開発を積極的にバックアップし

住民を増やし、税の増収により市の財政を改

善し強力な鎌倉市を目指していただきたい。

一部の保守的な住民の意見だけに寄らず、思

い切った行政を推進していただきたい。 

本市の資産である豊かな自然環境と歴史的

遺産の保全・活用を基調に、都市計画法など

に基づく計画を策定しながら、地域・地区の

特性を踏まえた総合的かつ計画的な土地利用

を図り、安全で快適な生活環境の維持・形成

に努めています。 

 

鎌倉市まちづくり条例等の改正の大きな狙

いの一つは、古都鎌倉の緑の保全であるはず

であり、この観点から、まだいくらかでも自

然の残された地域、たとえば玉縄地区を中心

とする残された緑地などを広範囲に市街化調

整区域に指定して開発の荒波から保全する強

力な行政措置が必要になっていると考える。 

線引きの見直しについては、都市計画基礎

調査や権利者の合意等により、決定権者の神

奈川県が概ね 5 年ごとに実施しています。 

また、都市緑地法では、都市計画区域内に

おいて、緑地の保全を目的とした特別緑地保

全地区を都市計画に定める制度等があり、緑

の基本計画等に基づき、玉縄地区においても

指定に努めているところです。 

 

緑地の保有者が事業者に売却するよりも緑

地を保持している方が有利になる。尐なくと

も損にはならないような行政的措置（相続税

の優遇措置も大いに検討の余地あり）が望ま

れる。開発に伴う人口増加、税収増加は行政

にとってきわめて魅力的だが、それが緑地を

犠牲にすることで実現するのであれば、市民

の理解は得難い。 

問題は財源だが、目的を明確に限定した「み

どり債」は最適の手段であり、市債は負担を

将来へ先送りすることにはなるが、将来世代

も緑地保全の恩恵を受けるのですから十分理

解は得られると考える。 

また、緑地の維持管理には鎌倉市に数多く

存在する環境ボランティア団体の支援が十分

期待できると考えるが、現状は緑地保全に関

する行政から一般市民やボランティア団体に

対する呼びかけが丌足していると思う。 

歴史的風土特別保存地区、特別緑地保全地

区等においては、相続税が最大で 8 割評価減

となり、土地所有者に相続税の優遇措置につ

いてもできる限り説明しながら、緑の基本計

画に基づき、特別緑地保全地区の指定の推進

をしています。 

本市は、緑地保全基金を有しており、緑の

基本計画において土地の取得も視野に入れた

保全対象としている区域の土地については、

本市の財政環境も踏まえ、基金を活用するな

ど、必要に応じて国庫補助を得た上で取得す

る方針であり、新たな公募債を財源として、

それ以外の土地を優先的に取得する方策の検

討は難しいと考えています。 

また、各種の事業により、地域緑化指導者、

緑のレンジャー等の育成と連携や、市有緑地

においてボランティア作業が可能な環境づく

りを進める取組を行っており、今後も一層の
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連携を推進してまいります。 

鎌倉市には「みどりの基本計画」という立

派なビジョンが存在するが、現在、これは絵

に描いた餅で床の間に置かれているだけに見

えるため、「まちづくり条例」などと連携させ

てビジョンの実現を図る余地が多分に残され

ているように感じる。具体的には「市街化調

整区域と市街化区域の線引き」などを「みど

りの基本計画」のグランドデザインに基づい

て見直すべきである。 

都市緑地法に基づき策定する緑の基本計画

制度は、本市が目指す「緑部門の個別計画」

の性格を有し、都市計画法との関係として「都

市計画区域の整備、開発及び保全の方針」及

び「都市マスタープラン」と整合が取れた内

容で定めているものです。 

緑の基本計画の推進は、土地所有者等の協

力なくして成し得ないものであり、これまで

も多くの土地所有者等の協力のもとに、8 か

所の特別緑地保全地区を指定するなど、計画

を推進しており、今後も一層の計画の推進に

努めてまいります。 

 

一般市民やボランティアの理解・支援が得

られないとすれば、それは行政の緑地保全に

対する熱意の丌足に起因するものとしか思え

ず、古都鎌倉のみどりをこれ以上消滅させな

いように,行政が一般市民を積極的にリードし

てゆく気概を持ってもらいたいものと切望す

る。 

貴重なご意見として受け止めさせていただ

きます。 

 

商業地域に対するまちづくりの視点は、商

業者からなのか、一般市民からなのかどちら

か。 

両面から考えています。 
 

商業系地域について、鎌倉市としてどのよ

うなまちづくりをイメージしているのか明確

な姿を示して欲しい。 

総合計画の基本構想には、「古都としての風

格を保ちながら、生きる喜びと新しい魅力を

創造するまち」と謳われています。 

また、都市マスタープランの基本理念であ

る「鎌倉のまちづくりにおいては、市街地が

緑に囲まれているという構造的な特徴を明確

化し、それぞれの地域の特性を活かしながら、

機能を充実し、安全・快適で健康的な環境を

整え、さらに文化を育み、まち全体として公

園的な環境を形成することが望ましいと考え

ています。商工業が立地する地域においても、

鎌倉のまちの特性に合わせ、緑豊かな環境整

備を進めます。農業や漁業の場も、市民生活

を豊かにするための身近な生産地として活性

化し、由緒あるまちの魅力を高める要素とし

ての整備を図ります。（抜粋）」とした考え方

に立ち、「鎌倉ならではの多様な産業が根づく

都市業のあるまち」を基本目標の一つとして、 

1 鎌倉の環境や文化を活かした魅力的な商工

業のあるまち 

2 地域の恵みを活かした都市型農業漁業のあ

るまち 
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3 訪れる人々をもてなす観光のまち 

をかかげ、各部門の個別計画が策定されてい

ます。 

商業系地域について、振興が図れる何らか

の「特区」は考えられないか。 

まちづくり条例等の見直しにより解決でき

る問題ではありませんが、貴重なご意見とし

て受け止めさせていただきます。 

 

丌動産売買の際、津波浸水予測区域だけで

なく、まちづくりに関するいろいろな情報、

国県の情報（都市計画決定も含め）も一元的

に市で対応できるようにして欲しい。 

全庁的な誯題として認識しており、今後、

研究をしていきたいと考えています。 
 

まちづくり条例等の見直しについては現状

にそぐわないケースが多々あり、観点からす

ると是非進めるべきだと思う。 

ご意見のとおり進めてまいります。 

 

市民がより住みやすい街づくりになるよう

な素晴らしい条例の策定になるよう切望して

いる。 

ご意見のとおり進めてまいります。 

 

予算計画の性質上、開発事業への投資判断

時期の前にまちづくり条例の手続を行う等の

対応が困難なため、判断時期が早くなり、事

業において最も効果的な投資ができず、機伒

損失による競争力の低下が考えられるため、

まちづくり条例及び手続基準条例の意見書、

見解書、助言指導に対する方針書について、

提出、公告、縦覧期間の短縮や手順の簡素化

により手続に掛かる期間の短縮を検討いただ

きたい。 

現行のまちづくり条例及び手続基準条例に

基づく手続の期間については、妥当な期間で

あると考えています。一連の手続については、

既に定着していると考えていますが、ご意見

の趣旨を踏まえて、今後、検討します。  
 

新たに土砂災害警戒区域指定制度が設けら

れており、土砂災害を未然に防止するために

も、開発事業の認可にあたっては、警戒区域

の指定にとどまらず、この制度を開発の抑制

のために有効に利用すべきである。 

土砂災害警戒区域の指定は、がけ崩れが発

生する恐れのある土地の区域を明らかにし、

県が指定後、市が警戒避難体制の整備を図る

ことにより、住民の生命を守ることを目的と

しています。 

また、急傾斜地の崩壊等が発生した場合に、

建築物に損壊が生じ住民等の生命又は身体に

著しい危害が生ずるおそれがあると求められ

る土砂災害特別警戒区域では、特定の開発行

為に対する県知事による許可制、建築物の構

造規制等が行われます。 

 

※ たくさんのご意見をお寄せいただきありがとうございました。今後も、本市のま

ちづくりにご理解とご協力をお願いいたします。 


